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はじめに 

 

「第３次愛南町男女共同参画推進計画」の策定にあたって 

 

少子高齢化の進展に伴い生産年齢人口が減少していく中、活力

ある地域社会の発展のためには、あらゆる分野で男女がともに活

躍できる環境づくりが重要となります。 

愛南町では、「愛南町男女共同参画推進条例」の基本理念に基づ

き策定した「第 2 次愛南町男女共同参画推進計画（平成 28 年度

～令和 2 年度）」において、あらゆる分野における固定的な性別

役割分担意識の解消に向けた取組を行ってまいりました。しかし

ながら、依然として男女の役割に対する固定的な考え方が地域社

会の慣習・慣行となって残っています。また、女性活躍の推進は

喫緊の課題となっており、平成 27 年に「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」

が公布され、平成 28 年には「働き方改革担当大臣」が誕生しました。さらに、平成 30 年に

は「政治分野における男女共同参画の推進に関する法律」が施行されました。これにより、女

性の活躍推進に欠かせない男性中心型の労働慣行の見直しとして、長時間労働の是正に向けた

取組が行われるとともに、併せて、男性の家事・育児参加の促進に向けた取組が進められてい

るところです。 

このような、社会情勢の変化やこれまでの取組の課題を踏まえ、「第 3 次愛南町男女共同参

画推進計画」を策定し、基本目標として「①男女の人権の尊重」・「②意思決定への共同参画」・

「③地域社会への慣行についての配慮」・「④ライフ・ワーク・バランスの推進」・「⑤生涯にわ

たる安心・安全な男女の社会づくり」を掲げました。本計画の着実な実行により、本町の男女

共同参画のあるべき姿としての基本理念「男女がともにあゆみ育てるまち-あいなんの創造-」

の実現を目指してまいります。 

最後に、本計画の策定にあたり、ご尽力いただきました愛南町男女共同参画推進計画策定懇

話会委員の皆様をはじめ、貴重なご意見等をお寄せいただきました町民の皆様に心から感謝を

申し上げますとともに、今後もなお一層のご理解とご協力を賜りますようお願い申し上げます。 

 

2021 年 3 月  

愛南町長   清清水水  雅雅文文  
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第第１１章章  

計計画画のの策策定定ににああたたっってて  
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11--11  計計画画策策定定のの趣趣旨旨  

男女が互いにその人権を尊重し責任を分かち合い、性別にかかわりなく、個性と能力を十

分に発揮することのできる「男女共同参画社会 1」の実現は、緊急の課題に位置付けられてい

ます。 

晩婚化や未婚率の上昇により少子高齢化が急速に進行し、労働人口が減少しています。ま

た、仕事と家庭、子育てを両立できる環境が必ずしも十分とはいえない状況です。このこと

は、女性のキャリア形成を妨げ、政策・方針決定過程への女性の参画を阻むとともに、経済

的自立を困難にしています。 

国内経済活動の成熟化や我が国の社会経済情勢の急速な変化に対応し、新たな成長分野を

支えていく人材を確保していくためにも、これまで活かしきれていなかった我が国の潜在力

である「女性の力」を最大限発揮できるようにすることが、今後の我が国の社会を決定する

最重要課題と位置付け、社会のあらゆる分野において、男女共同参画社会の形成の促進に関

する施策の推進を図っていくことが重要であるとされています。 

 

愛南町（以下、本町という。）においては、平成 23 年から 5 年ごとに「愛南町男女共同参

画推進計画」を策定しています。この計画に基づき、本町では様々な施策を推進し、男女が

互いにその人権を尊重し、責任を分かち合い、性別に関わらず、個性や能力を十分に発揮す

ることを目指してきました。 

家庭・学校・地域・職場などあらゆる場において、性別にとらわれることなく、全ての人

が共に認め合い、それぞれの個性と能力を発揮できる男女共同参画社会を形成していくため

に、今後も継続して課題の改善、解決に向けて取り組む必要があります。 

本町では、これまでの成果や課題をふまえるとともに、人口減少や人口構造の変化、そし

て社会情勢における変化スピードの加速など、数多く存在する新たな課題の改善や解決に向

けて、男女共同参画の視点から対応するための総合的な取組方針として、計画を策定します。 

 

11--22  計計画画のの策策定定方方法法  

本計画は、「第 2 次愛南町男女共同参画推進計画」（以下、第 2 次計画という。）の内容に

加えて、その後 5 年間の社会情勢の変化や関連法規の改定に伴い、現在の状況に見合った内

容にて策定しています。 

 

計画策定の過程において、令和 2 年 9 月に本町在住の 18 歳以上 1,000 人を対象に「町

民意識調査」を実施し、その集計結果を基に「愛南町男女共同参画推進計画策定懇話会」で

審議を行うとともに、パブリックコメントを通して寄せられた町民の意見や要望を反映して

います。 
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11--33  計計画画のの期期間間  

本計画の計画期間は、国・県の改定により上位計画をふまえるために、今回に限り、令和

3 年度から令和 8 年度までの 6 年間とします。本町は、計画の基本理念及び基本目標に沿っ

て実施計画を策定し、計画の持続的な推進に取り組んでいきます。 

ただし、国際的潮流、国内の社会情勢の変化にも的確に対応するため、必要に応じて見直

しを行います。 

 

図表 1-1 計画の期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11--44  計計画画のの位位置置づづけけ  

本計画は、「男女共同参画社会基本法 2」第 14 条第３項に規定されている市町村の区域に

おける男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画「市町村男女共

同参画計画」に位置付けられると同時に、「第 2 次愛南町総合計画 後期基本計画」におけ

る政策 5「豊かな心と文化を育むためのひとづくり」の実現を目指した分野別計画に該当し

ます。 

「第 3 次愛南町男女共同参画推進計画」（以下、第 3 次計画という。）基本目標１～５にお

いて「女性活躍推進法 3」第８条１項の規定に基づき策定された、「愛南町特定事業主行動計

画（2021 年 3 月策定）」に整合・連携をとるものとします。したがって本計画は、各地域

における女性の職業生活における活躍を進めるための計画も加味しており、地域の実情に応

じて、相談体制、両立支援、職業教育の充実などの取組について盛り込み、これらの部分は、

女性活躍推進法に基づく推進計画にも該当する取組内容となっています。 

 

 

（女性活躍推進法に基づく推進計画に位置付けられる取組は、 

本文中に明記しています。） 

 

 

 

年年度度 HH2288 HH2299 HH3300 RR11 RR22 RR33 RR44 RR55 RR66 RR77 RR88

国

見直し

愛媛県

見直し

愛南町

見直し 見直し

第第３３次次計計画画 66  年年間間：：令令和和33年年度度～～令令和和88年年度度

第第４４次次 男男女女共共同同参参画画基基本本計計画画

第第２２次次計計画画 55年年間間：：平平成成2299年年度度～～令令和和22年年度度

第第５５次次 男男女女共共同同参参画画基基本本計計画画

第第22次次 愛愛媛媛県県男男女女共共同同参参画画計計画画（（中中間間改改定定）） 第第３３次次 愛愛媛媛県県男男女女共共同同参参画画計計画画
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また、愛媛県の「第 3 次愛媛県男女共同参画計画」の目標・課題などを十分に考慮し、計

画の内容は、町民の皆さまと行政が行動計画として共有できるように留意しつつ、策定する

こととします。 

 

図表 1-２ 計画の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

整合

愛南町

連携・調整

基づく

基づく

◆　法律　◆◇　計画　◇

国

愛媛県

踏まえる

踏まえる

第第55次次

男男女女共共同同参参画画基基本本計計画画
（令和2年 策定）

第第33次次

愛愛媛媛県県男男女女共共同同参参画画計計画画
（令和2年 策定）

第第２２次次愛愛南南町町総総合合計計画画

22001144～～22002211
（平成26年 策定）

男男女女共共同同参参画画

社社会会基基本本法法
（平成11年 公布・施行）

愛愛媛媛県県

男男女女共共同同参参画画推推進進条条例例
（平成14年 施行）

女女性性のの職職業業生生活活ににおおけけるる

活活躍躍のの推推進進にに関関すするる法法律律
（平成27年 公布・施行）

愛愛媛媛県県家家庭庭ににおおけけるる暴暴力力及及びび虐虐待待のの

防防止止並並びびにに被被害害者者のの保保護護等等推推進進条条例例
（平成26年 施行）

配配偶偶者者かかららのの暴暴力力のの防防止止

及及びび被被害害者者のの保保護護等等にに

関関すするる法法律律
（平成13年 公布・施行）

★★本本計計画画★★

第第３３次次

男男女女共共同同参参画画推推進進計計画画
（令和2年 策定）

〇関連計画〇

・愛南町子ども・子育て支援事業計画

・愛南町健康増進計画

・愛南町地域福祉計画

・愛南町高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

・愛南町障がい者計画・愛南町障がい福祉計画…など
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11--55  男男女女共共同同参参画画社社会会をを取取りり巻巻くく環環境境  

第 2 次計画策定時、「女性活躍推進法」の成立をはじめとする様々な動きがあり、社会情

勢の変化のスピードは凄まじいものとなっています。本町の第 3 次計画策定にあたり、以下

の国の動向、愛媛県の動向に即して計画に反映しています。 

＜＜国国とと愛愛媛媛県県のの主主なな動動向向＞＞【参考】内閣府男女共同参画局ホームページ、愛媛県ホームページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年次 国のあゆみ 県のあゆみ

1975
（昭和50年）

・総理府「婦人問題担当室」発足
・総理府「婦人問題企画推進本部」「婦人問題企画推進会議」
　設置
・「教員等育児休業法」成立

1976
（昭和51年）

・「民法の一部を改正する法律」
　（離婚後の氏の選択）成立・施行

1979
（昭和54年） ・愛媛県福祉部家庭福祉課に婦人対策班を設置

1980
（昭和55年）

・女子差別撤廃条約に署名

1983
（昭和58年）

・｢愛媛の婦人対策基本指針｣策定
・婦人対策班を改め婦人対策室を設置
・｢愛媛県婦人対策推進会議｣設置

1984
（昭和59年） ・愛媛県生活福祉部に婦人福祉課を設置

1985
（昭和60年）

・「国籍法」施行（父系主義から両系主義へ）
・「男女雇用機会均等法」の成立（昭和61年施行）
・「女性差別撤廃条約」批准

1987

（昭和62年） ・「西暦2000年に向けての新国内行動計画」策定
・愛媛県婦人総合センターオープン
（現：愛媛県男女共同参画センター）

1988
（平成元年）

・｢第２次愛媛の婦人対策基本指針｣策定
・｢愛媛婦人問題（女性の課題）検討委員会」設置

1989
（平成2年） ・愛媛県県民福祉部に婦人局を設置、婦人局婦人生活課となる

1991
（平成3年）

・「育児休業法」公布
・「西暦2000年に向けての新国内行動計画」第1次改定

・愛媛県生活文化総室に女性局を設置、女性局企画課と改称
・愛媛県婦人総合センターを愛媛県女性総合センターに改称
・（財）えひめ女性財団の設立

1992
（平成4年） ・婦人問題担当大臣設置

・｢愛媛県女性行動計画｣策定
・愛媛県｢男女共同参画社会づくり推進県民会議｣設立

1993

（平成5年）
・「パートタイム労働法」成立

1994
（平成6年）

・総理府「男女共同参画室」「男女共同参画審議会」「男女共同
　参画推進本部」設置
・子育ての支援のための「エンゼルプラン」策定

1995

（平成7年）

・「ILO156号条約」批准
・「育児・介護休業法」成立

・女性局女性政策課と改称

1996
（平成8年） ・「男女共同参画2000年プラン」策定

1997
（平成9年）

・「男女雇用機会均等法」改正
・「労働基準法」改正
・「介護保険法」公布

・｢愛媛県女性行動計画（改定版）｣策定

1999
（平成11年）

・「男女共同参画社会基本法」施行
・「食料・農業・農村基本法」施行

・｢愛媛県男女共同参画会議｣設置

2000
（平成12年）

・「男女共同参画基本計画」策定
・男女共同参画推進本部において「男女共同参画週間について」
　決定
・「ストーカー規制法」施行

・愛媛県県民環境部に男女共同参画局を設置
　男女共同参画局参画推進課と改称
・ ｢愛媛県男女共同参画推進本部｣設置

2001
（平成13年）

・「総理府男女共同参画室」から「内閣府男女共同参画局」改組
・「男女共同参画会議」設置
・「第1回男女共同参画週間」実施
・「配偶者からの暴力の防止および被害者の保護に関する法律」
　公布・施行
・「女性に対する暴力をなくす運動について」男女共同参画推進
　本部決定

・｢愛媛県男女共同参画計画～パートナーシップえひめ21～｣策定
・｢女性副知事サミット2001えひめ｣開催
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年次 国のあゆみ 県のあゆみ

2002
（平成14年） ・各都道府県に配偶者暴力相談支援センター開設

・｢愛媛県男女共同参画推進条例｣施行
・｢愛媛県男女共同参画推進委員｣設置

2003
（平成15年）

・次世代育成支援対策推進法施行
・少子化社会対策基本法施行

・愛媛県県民環境部県民協働局に改組
　県民協働局男女参画課と改称

2004
（平成16年）

・「配偶者からの暴力の防止および被害者の保護に関する法律
　（DV防止法）」の改正
・「配偶者暴力防止法に基づく基本方針」策定

2005
（平成17年）

・「女性の再チャレンジ支援プラン」策定
・「第２次男女共同参画基本計画」策定

2006
（平成18年）

・｢愛媛県男女共同参画計画～パートナーシップえひめ21～｣
　中間改定
・｢愛媛県配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本
　計画｣策定

2007
（平成19年）

・「配偶者からの暴力の防止および被害者の保護に関する法律
　（DV防止法）」改正
・「配偶者暴力防止法に基づく基本方針」改正
・「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」およ
　び「仕事と生活の調和推進のための行動指針」策定

・愛媛県県民環境部管理局に改組、管理局男女参画課となる

2008
（平成20年）

・「女性の参画加速プログラム」男女共同参画推進本部決定
・「配偶者からの暴力の防止および被害者の保護のための施策に
　関する基本的な方針」の改定
・「労働基準法」改正（2010年施行）

2009

（平成21年） ・「育児・介護休業法」の一部改正
・｢愛媛県配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本
　計画｣改定

2011
（平成22年）

・「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」およ
　び「仕事生活の調和推進のための行動指針」改定
・「第3次男女共同参画基本計画」策定

2010
（平成23年）

・｢第２次愛媛県男女共同参画計画｣策定
・愛媛県女性総合センターを愛媛県男女共同参画センターに改称

2012
（平成24年） ・『「女性の活促進による経済活性化」行動計画』策定 ・「男女共同参画フォーラム 2012 in えひめ」開催

2013
（平成25年）

・「配偶者暴力防止法」改正（2014年施行）
・「ストーカー規正法」改正・施行

・管理局男女参画・県民協働課と改称

2014

（平成26年） ・次世代育成支援対策推進法改正
・｢愛媛県配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本
　計画｣改定

2015
（平成27年）

・「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍
　推進法）」施行
・「第4次男女共同参画基本計画」策定

・愛媛県県民環境部県民生活局と改組、県民生活局男女参画・県
　民協働課となる

2016
（平成28年）

・「第2次愛媛県男女共同参画計画」の中間改定（女性活躍推進
　計画と一体）

2017
（平成29年） ・「ストーカー規正法」全面施行

・知事ひめボス宣言
・知事と県内20市町長の合同ひめボス宣言

2018
（平成30年）

・「政治分野における男女共同参画の推進に関する法律」公布
　・施行

・えひめ性暴力被害者支援センターの開設
・「政治分野における男女共同参画の推進に関する法律」施行

2019
（令和元年）

・「女性活躍推進法」一部改正
・「配偶者暴力防止法」一部改正
・「育児・介護休業法」改正
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22--11  愛愛南南町町のの人人口口のの概概況況  

平成 27 年の国勢調査によると、本町の人口は 21,902 人となっており、平成 22 年と比

較すると 5 年間で人口は 2,159 人減少しています。世帯数も同様に 427 世帯減少し、一世

帯あたりの人口は 0.12 人減少となり、世帯の小規模化は進んでいます。 

図表 2-1 人口および世帯・世帯あたり人口の推移 

 

 

 

 

 

【【資資料料】】国国勢勢調調査査 

 

図表 2-2 人口および世帯・世帯あたり人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【【資資料料】】国国勢勢調調査査 

図表 2-3 年齢別人口の推移 

 

                                          

 

 

 

 

 

 

【【資資料料】】国国勢勢調調査査 

1990年
（Ｈ2）

1995年
（Ｈ7）

2000年
（Ｈ12）

2005年
（Ｈ17）

2010年
（Ｈ22）

2015年
（Ｈ27）

32,295 31,101 29,331 26,636 24,061 21,902

10,252 10,555 10,592 10,238 9,837 9,410

3.15 2.95 2.77 2.6 2.45 2.33

人口　　　　　　　（人）

世帯数　　　　　 （世帯）

一世帯当たり人口　（人）

1990年
（Ｈ2）

1995年
（Ｈ7）

2000年
（Ｈ12）

2005年
（Ｈ17）

2010年
（Ｈ22）

2015年
（Ｈ27）

人口（人） 6,054 5,031 4,211 3,434 2,690 2,137

構成比（％） 18.7 16.2 14.4 12.9 11.2 9.8

人口（人） 20,550 19,497 17,778 15,373 13,297 11,008

構成比（％） 63.6 62.7 60.6 57.7 55.3 50.3

人口（人） 5,691 6,573 7,337 7,829 8,063 8,687

構成比（％） 17.62 21.13 25.01 29.39 33.51 39.66
65歳以上

15～64歳

0～14歳

32,295
31,101
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10,252 10,555 10,592 10,238 9,837 9,410
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（Ｈ27）

（人）（人）
総人口および世帯数・世帯あたり人口の推移

人口 世帯数 一世帯あたり人口
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人口ピラミッドデータにより年齢を細分化してみると、本町の特徴として 20 歳から 24 歳を

起点に男女ともに 65 歳から 69 歳がピークとなっています。全体として、高齢化が進行し、20

歳未満の人口層は若干増加していますが、少子化は進んでいます。 

図表 2-4 人口ピラミッド（年齢別人口） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【【資資料料】】国国勢勢調調査査  

※年齢不詳の方がいるため、各区分別人口の合計と人口数は一致していない。 

構成比は人口から年齢不詳を除いて算出している。 

  

本町の未既婚者数を年齢別にみると、20 歳代後半までは、未婚者数が既婚者数を上回っ

ています。30 歳代前半になると既婚者数が上回り、未婚率は 38.8％です。この結果は前回

計画策定時とほぼ変化はありません。 

図表 2-5 年齢別未婚率の状況（平成 27 年） 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

【【資資料料】】国国勢勢調調査査    ※離婚、死別は「既婚者数」に含む。 
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図表 2-6 性別・年齢別未婚率の推移 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

【【資資料料】】国国勢勢調調査査  

※表中の網掛けは平成 22 年と比較して高い数値を示す。 

 

 

本町における特徴として、結婚・出産・育児期の女性の離職、その後の復職という現象（Ｍ

字曲線）はみられない状況です。非正規雇用の動向、とりわけ有期雇用契約社員の動向も注

視する必要があると考えられます。本町のこのような地域特性をふまえて、計画策定を図る

必要があります。 

 

図表 2-7 年齢別就業率（女性） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  【【資資料料】】国国勢勢調調査査 

男性未婚率
15～
19歳

20～
24歳

25～
29歳

30～
34歳

35～
39歳

40～
44歳

45～
49歳

50～
54歳

平成17年 99.8 90.5 59.9 41.2 29.5 23.1 22.8 17.4

平成22年 100.0 95.9 69.1 44.8 34.1 25.9 24.0 22.7

平成27年 99.5 91.0 72.3 45.7 38.1 30.3 24.9 23.8

女性未婚率
15～
19歳

20～
24歳

25～
29歳

30～
34歳

35～
39歳

40～
44歳

45～
49歳

50～
54歳

平成17年 99.3 78.7 48.2 27.4 19.6 13.5 9.1 7.4

平成22年 99.8 75.6 50.6 31.1 20.6 18.7 13.1 9.1

平成27年 98.3 80.7 50.6 31.3 22.6 17.4 19.4 13.4
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22--22  町町民民意意識識調調査査（（アアンンケケーートト））結結果果  

第 3 次計画策定に先立って、平成 28（2016）年 3 月に策定した第２次計画を現在の社

会情勢に応じて見直していくとともに、本町の行政施策を推進していく上での基礎資料とし

て、「男女共同参画社会に関する町民意識調査」（以下、「町民意識調査」という。）を以下の

とおり実施しました。 

 

「男女共同参画社会に関する町民意識調査」 

・調査対象：愛南町在住の 18 歳以上の方（無作為抽出） 

・実施期間：2020 年 9 月～10 月 31 日  

・調査方法：郵送による配布、回収 

・配布、回収状況 

 

 

 

【【町町民民意意識識調調査査結結果果のの概概要要】】  

 町民意識調査結果では、町民が感じている男女平等の状況は大きな開きがあり、「学校教育

の場」では、平等であると感じている方がほぼ半数を占めます。その他の場面においては「平

等」と感じている方の割合よりも、「男性優遇」と感じている方の割合は高くなっています。

特に「社会通念やしきたり・慣習」、「議会や政治の場」においては 6 割を超える方が「男性

優遇」と感じています。 

 前回調査と比較した場合、「家庭生活」や「職場」、「議会や政治の場」においては「男性優

遇」と感じている方の割合は減少していますが、「社会全体として」感じる割合は若干増加し

ています。 

 

図表 2-8 男女平等の状況（全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

配布数 有効回収数 有効回答率 

1,000 359 35.9 
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22--33  男男女女共共同同参参画画推推進進のの意意義義とと課課題題  

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうたわれており、「女子差別

撤廃条約 4」の批准など国際社会における動向をふまえて、男女平等を目指す取組が進められ

ています。 

本町においても、その重要性を認識し、町民・団体・企業などで様々な取組を行ってきま

したが、性別における固定的な性別役割分担意識 5 などを背景とする諸課題は残され、なお、

一層の努力が求められています。 

さらに、少子高齢化が進むなか、経済活動を活発化など、社会経済情勢の急速な変化に対

応し、本町の将来像に向けて諸課題を達成していく上でも、男女がその個性と人権を尊重し

合うとともに、性別にかかわりなく、多様な生き方を自ら選択し、その能力を十分に発揮で

きる社会の構築が最重要課題となっています。 

 

本計画は、上位計画である愛媛県が策定した「愛媛県男女共同参画計画」の基本理念をふ

まえ、男女共同参画社会（将来ビジョン）に示すような社会を目指して、基本理念、基本目

標および推進方策を設定し、具体的に取り組むこととします。 
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22--44  計計画画がが目目指指すす男男女女共共同同参参画画社社会会（（将将来来ビビジジョョンン））  

 

 

  

◎◎家家庭庭でではは  

家族がお互いに尊重しあい、ふれあいのある心豊かな家

庭を築いています。 

 家族の一人ひとりが家事、育児、介護などの家族として

の責任（家族内での役割）を分かち合いながら、家庭地域

と仕事、活動との調和をとれた生活を送っています。 

 

 

 

 

◎◎職職場場でではは  

雇用機会や待遇などで男女格差が解消され、男女がとも

に育児休業や介護休業を積極的に利用しています。 

働き方改革などを通じて、労働者がゆとりと充実感を持

って、仕事と家庭や地域活動を両立しています。 

 

 

 

 

  

◎◎学学校校でではは  

一人ひとりの個性や能力を伸ばす教育が行われ、性別に

とらわれない適性に応じた主体的な進路選択がされていま

す。 

 自分らしさを大切にし、お互いの個性と人権を尊重する

子どもに育っています。 

 

 

 

 

◎◎地地域域でではは  

性別役割分担意識に基づく習慣やしきたりが見直され、

地域での子育てやまちづくりなどの活動に、世代間の隔た

りなく、男女が共にいきいきと参画しています。 

 地域における方針の立案や決定過程に男女が共に参画し、

多様な考え方を活かした地域活動が行われています。 
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33--11  基基本本理理念念  

 

 

 

 

 

 

 

 

第１次計画策定時より、基本理念を「男女がともにあゆみ育てるまち－あいなんの創造－」

として掲げています。本町ではこの理念に基づき、人権尊重の理念を社会に根付かせ、男女

がその個性と能力を十分に発揮することができる社会の実現に向けて、様々な施策を推進し

てきました。 

この基本理念は、「男女共同参画社会基本法」の主旨にも合致し、本町の最上位計画に位置

づけられる総合計画「第２次愛南町総合計画（2014～2021）」に掲げる『ともにあゆみ育

て創造するまち』の考え方に合致しています。 

第 3 次計画においては、男女共同参画のさらなる取組の充実と推進を目指して、第１次計

画より定めた基本理念を継承します。 

33--22  基基本本目目標標  

第 2 次計画における施策の体系では、まず「基本理念」を基に 3 つの「基本目標」が設定

されています。次に 10 の「基本施策」を設定するとともに、各施策における「施策の方向」

を設定していました。 

第 3 次計画では、基本目標を５つに設定し、以下に記載するものを基本目標とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本計画の基本理念

～～ 男男女女ががととももににああゆゆみみ育育ててるるままちち ～～

－－ああいいななんんのの創創造造－－
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33--33  基基本本施施策策とと施施策策のの方方向向  

 第 3 次計画においては、「基本目標」に基づく施策の方針として 11 の「基本施策」を設定

しました。さらに、その傘下にそれぞれ目指すべき方向性を示した「施策の方向」を位置付

け、それぞれの具体的取組を推進します。 

 今回、新たに防災・減災対策における分野での男女共同参画推進に取り組むこととし、基

本目標５における基本施策として推進します。 

取組の推進にあたっては、本計画の主軸である啓発事業を中心に、家庭、地域、行政の協

働により、年齢に関わらず男女が互いに認め合い、協力しつつ、男女がともにあゆみ育てる

まちの実現を目指します。 

図表３-1 基本目標と基本施策の関係 
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33--44  計計画画のの体体系系  

 前項を「体系図」として取りまとめると、次のように表現されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本施策８ あらゆる暴力の根絶

基本施策９ ともに支え合う福祉環境づくり

基本施策10 生涯にわたる男女の健康づくり

基本施策11 防災・減災対策に向けた

男女共同参画の推進

5 生涯にわたる安心・安全な男女の社会づくり

基本施策６ ライフ・ワーク・バランスの推進

基本施策７ 働く場における男女共同参画の推進

4 ライフ・ワーク・バランスの推進

基本施策５ 男女共同参画への理解促進と意欲の浸透

3 地域社会の慣行についての配慮

基本施策１ お互いの人権を尊重

基本施策２ 学びの場における男女共同参画の推進

1 男女の人権の尊重

基本施策３ 政策や方針決定過程への女性の参画推進

基本施策４ 地域活動における男女共同参画の推進

2 意思決定への共同参画

基

本

目

標

図表 3-2 計画体系図 
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施策の方向性

１. 人権の尊重と人権意識づくり

２. 男女共同参画の視点に立った広報等表現の促進

9. 社会制度・慣行の見直しの推進

10. 啓発・広報活動の推進

3. 学校等における男女平等等の教育の推進

4. 多様な学習機会の提供

11. 家庭生活における男女共同参画の推進

12. 子育て・介護支援等の充実

13. 多様な働き方への条件整備

20. 生涯にわたる健康づくり

21. 健康対策の充実

14. 就労の場における男女共同参画の推進

15. 農林水産業における男女共同参画の確立

18. 高齢者や障がい者への支援

19. 生活福祉の推進

16. あらゆる暴力の根絶

17. 安心できる相談・支援体制の充実

7. 男女共同参画の視点に立った地域活動の推進

8. 様々な分野への女性の地域活動参画の推進

5. 政策・方針決定過程における女性参画の推進

6. 女性人材の育成と情報提供の充実

22. 防災分野での女性の参画推進
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33--55  施施策策のの方方向向とと主主なな取取組組  

 

基基本本目目標標１１  男男女女のの人人権権のの尊尊重重  

様々な場面で多くの町民が男性優遇と認識している実態や男女の認識の違いをふまえ、男

女の地位の平等化を図っていくことが今後の課題となっています。 

また、個人としての尊厳を重んじ、性別による差別的扱いを受けず、個人として能力を発

揮する機会が確保されるよう、男女共同参画への認識や理解を深めるため、教育と学習が幼

少期より触れることによって、将来、すべての町民が男女共同参画意識を備える必要がある

ことから、以下の基本目標に対する基本施策を進めます。 

 

『『  現現状状とと課課題題  』』～町民意識調査結果より～ 

【【男男女女のの地地位位のの平平等等感感ににつついいてて】】    

≪現状≫ 

男女の地位の平等感について、「社会全体」では「どちらかといえば男性の方が優遇されて

いる」の割合が 54.3％と最も多く、次いで「平等になっている」の割合が 18.1％、「わか

らない」の割合が 11.4％となっています。社会全体では男性の方が優遇されていると感じて

いる人が多い傾向にあります（図表 2-8 参照）。 

≪課題≫ 

様々な場面で多くの町民が男性優遇と認識している実態や男女の認識の違いをふまえ、男

女の地位の平等化を図っていくことが今後の課題となっています。 

【【メメデディィアアのの表表現現ににつついいてて】】 

≪現状≫ 

メディアにおける性・暴力表現について、「社会全体の性に関する道徳観や倫理観が損なわ

れている」という意見が 30.1％で最も多く、次いで「そのような表現を望まない人や子ども

の目に触れている」「子どもに対する虐待や性犯罪を助長している」などが上位に回答され、

前回のアンケート調査と同じ結果となっています。 

一方、「特に問題があるとは思えない」と回答した人は、全体では 17.8％ですが、男性の

40 歳代では 28.6％、20～24 歳の女性では 30.0％となっています。メディアにおける女

性の人権を尊重する意識には、性別や年齢層によって差がみられます。 

基基本本施施策策１１  おお互互いいのの人人権権をを尊尊重重   

施策の方向性 １１．．人人権権のの尊尊重重とと人人権権意意識識づづくくりり  

互いの性にとらわれず支え合い、人権の尊重と人権意識を身につけるた

めの取組を推進します。 

 ２２．．男男女女共共同同参参画画のの視視点点にに立立っったた広広報報等等表表現現のの促促進進  

男女共同参画の視点に立ち、様々なメディアにおける人権問題等を、正

しく読み解く力を身につけることができる能力の育成を支援します。 
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図表 3-3 メディアにおける性・暴力表現について 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪課題≫ 

近年、インターネットやスマートフォンなどの急速な普及により、メディアも多様化し、

様々な問題が生まれています。固定的な性別役割分担意識などにとらわれた表現、過激な暴

力表現など、表現の自由とのバランスに配慮しながら、人権に配慮した情報の発信が求めら

れています。 

 

★★☆☆  具具体体的的取取組組内内容容  ☆☆★★  

●人権の尊重と人権意識づくり 

①情報を主体的に読み解く力、自ら発信する能力の育成支援 

 ・正しい人権意識を持つための学習機会を提供します。 

 ・学校・公民館等から有害情報を排除します。 

 ・人権・人権同和教育指導者育成講座を開催するなど、人権・同和教育を推進します。 

●男女共同参画の視点に立った広報等表現の促進 

①男女共同参画の視点に立った表現の促進 

  ・男女共同参画の視点に立った表現の調査研究を実施し、性差別につながらない適切な

表現で町の広報紙やホームページ、刊行物等を作成するように努めます。 

 ・町の広報紙やホームページ、刊行物等の作成時に女性職員の視点を生かします。 
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無
効
・
無
回
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全体（N=359） 21.7% 30.1% 11.4% 24.0% 28.4% 18.4% 4.5% 17.8% 7.0%

【性別】

男性（n=155） 20.8% 29.9% 8.4% 20.1% 27.3% 18.2% 3.2% 18.8% 7.1%

女性（n=191） 23.2% 30.5% 12.1% 27.9% 29.5% 18.9% 5.8% 16.8% 6.3%

その他（n=3） 0.0% 0.0% 100.0% 33.3% 66.7% 33.3% 0.0% 0.0% 0.0%

【前回調査】

全体（N=485） 22.3% 42.3% 15.3% 28.2% 30.9% 19.0% 1.4% 12.2% 8.2%

 



第３章 計画の内容 

24 

 

男
女
共
同
参
画
を
推
進
す
る
条
例
を
制
定
す
る

女
性
の
生
き
方
に
関
す
る
情
報
提
供
や
交
流
・

相
談
の
場
、

教
育
な
ど
の
セ
ン
タ
ー

を
つ
く
る

男
女
共
同
参
画
社
会
づ
く
り
の
た
め
に
講
座
や

広
報
な
ど
啓
発
活
動
を
す
る

男
女
共
同
参
画
を
推
進
す
る
女
性
団
体
の
活
動

支
援
や
女
性
リ
ー

ダ
ー

の
育
成
を
す
る

男
性
の
家
事
能
力
を
高
め
る
よ
う
な
講
座
を
行

う 審
議
会
な
ど
の
行
政
の
政
策
方
針
を
決
定
す
る

場
に
女
性
の
参
画
を
促
進
す
る

地
域
団
体
の
長
な
ど
に
女
性
を
増
や
す

学
校
教
育
の
場
で
男
女
の
平
等
に
つ
い
て
の
学

習
を
充
実
す
る

ド
メ
ス
テ
ィ
ッ

ク
・
バ
イ
オ
レ
ン
ス
（

D
V
）

な
ど
、

あ
ら
ゆ
る
暴
力
の
根
絶
と
救
済
支
援
を

行
う

経
営
者
・
事
業
主
を
対
象
に
雇
用
機
会
や
労
働

条
件
の
男
女
平
等
に
つ
い
て
啓
発
す
る

保
育
・
介
護
サ
ー

ビ
ス
の
充
実
や
育
児
・
介
護

休
業
制
度
な
ど
の
普
及
な
ど
男
女
が
共
に
働
き

続
け
る
た
め
の
条
件
整
備
を
整
え
る

各
国
の
女
性
と
の
交
流
や
情
報
提
供
な
ど
、

国

際
交
流
を
推
進
す
る

そ
の
他

無
効
・
無
回
答

全体（N=359） 13.4% 14.2% 18.4% 17.8% 17.3% 13.4% 10.3% 30.1% 18.7% 16.7% 51.5% 3.6% 2.2% 5.6%

【性別】

男性（n=155） 15.6% 13.6% 26.6% 23.4% 16.2% 16.9% 13.0% 31.8% 16.9% 19.5% 41.6% 1.3% 3.2% 5.2%

女性（n=191） 11.1% 15.3% 12.1% 14.2% 18.4% 8.9% 7.9% 30.0% 20.0% 13.2% 58.9% 5.3% 1.6% 5.8%

その他（n=3） 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 66.7% 0.0% 0.0% 33.3% 33.3% 66.7% 0.0% 0.0% 0.0%

【前回調査】

全体（N=485） 8.7% 11.8% 24.5% 12.2% 14.6% 16.5% 9.5% 25.8% 15.5% 15.5% 57.9% 0.8% 2.9% ー

 

 

『『  現現状状とと課課題題  』』～町民意識調査結果より～  

【【男男女女共共同同参参画画社社会会のの実実現現にに向向けけてて必必要要ななこことと】】  

≪現状≫ 

男女共同参画社会の実現に向けて必要なこととして、「学校教育の場で男女の平等について

の学習を充実する」の割合が 30.1％となっています。設問内には、各種の啓発活動や各種講

座・育成など教育に関するものを合算すると 43.0％になります。多くの方が教育の重要性を

感じています。 

図表 3-4 男女共同参画社会の実現に向けて必要なこと（全体） 

 

 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

≪課題≫ 

「男女の地位の平等感」では学校教育の場は比較的男女平等が進んでいるという回答が約

半数あります（図表 2-8 参照）。学校教育においては、就学前児童に対する保育活動、学校

教育における人権教育など、あらゆる場を通じて男女平等の視点に立った指導を充実させる

とともに、一人ひとりの児童・生徒が個性や能力を発揮して自立した人間として考え、判断

し、行動できる場や機会を公平に確保する必要があります。 

基基本本施施策策 22  学学びびのの場場ににおおけけるる男男女女共共同同参参画画のの推推進進   

施策の方向性 ３３．．学学校校等等ににおおけけるる男男女女平平等等のの教教育育のの推推進進  

学校教育全体を通して、性別に関わりなく、一人ひとりの個性や能力を

伸ばす教育を充実します。 

 ４４．．多多様様なな学学習習機機会会のの提提供供  

生涯にわたって、人権尊重や男女共同参画について学べるように、学校

から家庭、地域における男女共同参画に関する教育や学習の場の提供を推

進します。 
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★★☆☆  具具体体的的取取組組内内容容  ☆☆★★  

●学校等における男女平等の教育の推進 

①学校教育全体を通した指導の充実 

 ・男女共同参画の視点に立ち、児童・生徒の心身の発達段階に応じた学習の系統化を図

ります。 

 ・性別によらない、児童・生徒の個性や特性に応じた進路指導を実施します。 

 ・家庭科、道徳科の充実を図るとともに、教科、道徳、特別活動、総合的な学習の時間

等を活用した体験的な男女平等に関する教育を推進します。 

 ・ボランティアなど勤労体験学習等の充実に努めます。 

②教育関係者の男女共同参画に関する理解の促進 

 ・男女共同参画に対する正しい理解の浸透を図るため、教育関係者等に対する研修等の

実施や意識啓発を実施します。 

 ・教職員を対象とした男女共同参画に関する研修会等を実施します。 

 ・ＰＴＡ活動を通じた男女共同参画や家庭教育の向上につながる学習など、男女が共に

学ぶ機会を提供します。 

●多様な学習機会の提供 

①男女共同参画に関する講演会等の実施 

 ・男女共同参画に対する理解を深めるための、住民を対象とした講演会等の実施に努めま

す。 

 ・男性や若年層など、誰もが参加しやすい男女共同参画についての講演会等の実施に向け、

開催時間帯や曜日などに配慮します。 

②家庭、地域における男女平等意識の醸成と学習機会の充実 

 ・家庭における固定的な役割分担にとらわれない意識の醸成を図るとともに、男女がとも

に家事・育児・介護など家族的責任を担うことについての広報・啓発に努めます。 

 ・公民館において、地域住民を対象とした講座等の開催など、男女共同参画に対する意識

を高める学習機会の提供に努めます。 

 ・地域ごとや小グループでの男女共同参画についての勉強会等に対する支援に努めます。 

 ・男女共同参画に関する資料や図書の整備、情報提供等による学習支援に努めます。 
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基基本本目目標標２２  意意思思決決定定へへのの共共同同参参画画  

男女共同参画を推進するためには、すべての町民が男女共同参画

に対する正しい知識を持つことが重要です。学校教育や家庭、地域

での男女共同参画の推進や女性の人材育成の支援など、あらゆる分

野の意思決定過程において男女共同参画の意識の形成への取組や 

社会のあらゆる分野に「男女がともに参画できる環境」をつくり、新たな視点や発想を取り

入れながら、様々な人材の能力を活用することは、活力ある社会や経済を創造していくため

にも重要です。 

仕組みづくりについては、本町では審議会などの女性委員の割合を 40.0％以上にすること

を目標に掲げており、関係各課において、それぞれ参画促進により一層努めます。また、政

策・方針決定過程の場に女性が積極的に参画するため、各種講座の開催や学習機会を提供す

るなど、人材育成を強化します。 

『『  現現状状とと課課題題  』』～町民意識調査結果より～ 

【【意意思思決決定定へへのの共共同同参参画画ににつついいてて】】 

≪現状≫ 

 町民意識調査結果では、男女の地位の平等意識について、議会や政治の場では男性優遇意識

が他の分野を大きく上回っている一方で、「平等になっている」割合が最も低いことが目立っ

ています（図表 2-8 参照）。 

 男女共同参画の推進に必要と思う施策については、「男女共同参画を推進する女性団体の活

動支援や女性リーダーの育成をする」ことは 17.8%、「審議会などの行政の政策方針を決定す

る場に女性の参画を促進する」を求める意見は 13.4％、「地域団体の長などに女性を増やす」

ことは 10.3％を占めています（図表 3-4 参照）。 

また、本町の各審議会等における委員総数のうち、女性委員が占める比率をみると、令和 2

年４月現在 31.5％で、５年前に比べてやや増加しています。 

図表 3-5 審議会等における女性委員の割合 

 審議会等委員数 

総数 うち女性 女性委員比率 

平成 27 年 4 月現在 705 人 213 人 30.2％ 

令和 2 年 4 月現在 707 人 223 人 31.5％ 

基基本本施施策策３３  政政策策やや方方針針決決定定過過程程へへのの女女性性のの参参画画のの促促進進   

施策の方向性 ５５．．政政策策・・方方針針決決定定過過程程ににおおけけるる女女性性参参画画のの推推進進  

あらゆる場において、女性の政策・方針決定過程への参画の推進と機運

の醸成を図ります。 

 ６６．．女女性性のの人人材材育育成成とと情情報報提提供供のの充充実実  

地域における女性リーダーの育成支援と人材の発掘支援に努め、様々な

分野において、女性が能力を十分に発揮できる機会を拡大し、女性の能力

開発に向けた学習の場の提供に努めます。 
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本町職員の行政職管理職に占める女性管理職の割合については、令和 2 年４月現在 20.5％

となっています。 

図表 3-6 職員の女性管理職の割合 

 
管理職総数 

  

うち女性 女性比率 

平成 27 年 4 月現在 41 人 6 人 14.6％ 

令和 2 年 4 月現在 39 人 8 人 20.5％ 

≪課題≫ 

各種審議会等における委員や町職員の管理職など政策決定の場をはじめ、事業所や地域活動

の場など、様々な方針決定過程の場に、女性の参画を促進する取組が引き続き必要です。その

ためには、本町が率先して積極的に取り組むとともに、事業所や各種団体等に対する働きかけ、

講習会・研修会の支援など様々な機会を通じた啓発等が必要です。 

★★☆☆  具具体体的的取取組組内内容容  ☆☆★★  

●政策・方針決定過程における女性参画の推進 

①あらゆる場における、女性の政策・方針決定過程への参画の推進 

 ・各種審議会等における委員や、町職員の管理職など政策決定の場において、数値目標

を伴うポジティブ・アクション（積極的改善措置）の導入による女性の登用数の確保

を図ります。 

 ・各種委員の選出に際しての公募性の拡大を図るとともに、子育て中、介護中の人でも

参加しやすい形式の会議、委員会等の設定に努めます。 

 ・公聴会、パブリックコメント、アンケート等を通じて、住民の町政に対する意見を広

く収集し、施策への反映に努めます。 

②町女性職員の管理職への登用促進等 

 ・将来的な管理職への登用を視野に、多様な業務経験を積むことのできる人事配置の推

進及び計画的な職員研修の実施等を通じて、職責に応じた知識・技能を備えた人材の

育成を図るとともに、個人の意欲・能力・実績等に基づく公平・公正な人材登用を行

います。 

●女性人材の育成と情報提供の充実 

 ①女性の能力発揮のための機会拡大に向けた積極的な取組 

  ・事業者に対し、男女均等な機会・待遇の確保等についての情報提供を行います。 

  ・女性団体等へ男女共同参画に関する学習機会の提供等を通じた活動支援を行います。 

 ②女性地域リーダーの発掘と育成 

  ・まちづくり、観光分野で活躍する人材の発掘及び女性の地域リーダー育成に努めます。 

  ・様々な分野の政策や方針決定過程において、女性の参画が進むよう、広報活動を行い

ます。 

 ③女性の能力開発にむけた学習の場の提供 

  ・女性の能力開発を図るための講座や、学習の機会等に関する情報を広報やホームペー

ジ等を活用して提供します。 

  ・女性リーダー同士の情報交換、学習会に対する支援を行います。 
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『『  現現状状とと課課題題  』』～町民意識調査結果より～  

【【地地域域活活動動ににおおけけるる男男女女間間のの格格差差】】  

≪現状≫ 

少子高齢化による夫婦のみの世帯や単身世帯の増加など小世帯化の進行や地域における人

間関係の希薄化など、様々な社会的環境の変化が進む中、地域社会の果たす役割はますます

大きくなっています。 

町民意識調査において、「会議や行事などで女性が飲食の世話や後かたづけをすることが多

い」と答えた方が 47.9％います。ただ、「特に男女格差はない」と答えた方の男女別でみる

と、男性より女性の割合が約半数になっています。 

図表 3-7 地域活動における男女の格差 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 3-８ 地域活動における男女共同参画を進めるために必要なこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基基本本施施策策４４  地地域域活活動動ににおおけけるる男男女女共共同同参参画画のの推推進進   

施策の方向性 ７７．．男男女女共共同同参参画画のの視視点点にに立立っったた地地域域活活動動のの推推進進  

男女がともに地域活動に参画し、より活力ある地域社会が形成されるよ

うに、様々な機会を通じて地域活動への支援に努めます。 

 ８８．．様様々々なな分分野野へへのの女女性性のの地地域域活活動動参参画画のの推推進進  

「まちづくり」などでの幅広い地域活動分野への女性の参画促進に努

め、女性の視点も取り入れた地域活動を促進します。 
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全体（N=359） 20.3% 18.4% 5.6% 39.6% 18.4% 35.1% 20.3% 1.1% 23.4% 2.8%

【性別】

男性（n=155） 23.4% 23.4% 7.1% 39.6% 19.5% 39.0% 19.5% 1.9% 18.8% 3.9%

女性（n=191） 18.4% 12.6% 4.2% 40.0% 17.4% 30.5% 20.0% 0.5% 28.4% 2.1%

その他（n=3） 0.0% 33.3% 0.0% 33.3% 33.3% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
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≪課題≫ 

職場や家庭に限らず地域社会活動においても、男女共同参画の重要性への理解の促進と、

性別にかかわらず地域社会への積極的参加が重要となっています。特に女性の地域社会での

活動ができる環境づくりが課題となっています。 

また、地域社会で男女共同参画を積極的に推進するためには「様々な立場の人達が参加し

やすいよう活動の時間帯を工夫すること」や、「男性も女性も積極的に地域活動に参加するこ

と」などの環境づくりが必要です。 

★★☆☆  具具体体的的取取組組内内容容  ☆☆★★  

●男女共同参画の視点に立った地域活動への推進 

①男女共同参画の視点に立った地域活動への支援 

 ・性別や年齢に関わらず、誰もが積極的に参加できるボランティア活動の充実を図ると

ともに、誰もがその能力が充分に発揮できるよう、ボランティアネットワークの構築

を目指します。 

 ・自主的な活動を行う各種団体の活動を支援し、行政との協働を推進します。 

 ・地域の自主的活動の支援をはじめ、地域のネットワークづくり、各種地域団体の活動

を支援します。 

●様々な分野への女性の地域活動参画の推進 

 ①まちづくり分野での女性の参画推進 

  ・まちづくりを担う地域リーダーを育成するための学習会の開催を支援します。 

 ②観光分野での女性の参画推進 

  ・地域の観光資源の掘り起こしや、観光関連商品・サービスへの女性の参画を促進しま

す。 

 ③環境分野での女性の参画推進と環境保全活動への参画支援 

  ・環境保全活動を行う団体への女性の参画を支援するとともに、環境保全活動を行いま

す。団体・行政・研究機関・NPO 等の団体とのネットワークの構築・連携を支援しま

す。 

  ・環境問題に関する情報提供や勉強会等への支援を行います。 
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基基本本目目標標３３  地域社会の慣行についての配慮 

男女共同参画という言葉は、多くの人に浸透しつつあります。固定的な性別役割分担意識

は依然として根強く、生活習慣等を通して無意識に継承され、男女の個性や能力の発揮、ま

た選択の自由などを阻害する要因の一つとなっています。 

一人ひとりが主体的で自由な生き方の選択を制約することのないように、職場や家庭、地

域、学校などあらゆる場面において、男女共同参画の観点から、固定的な役割分担や一方に

不利な慣行や差別的な待遇などを見直し、改善に取り組むことが必要です。 

  

『『  現現状状とと課課題題  』』～町民意識調査結果より～  

【【男男女女のの地地位位のの平平等等意意識識つついいてて】】  

≪現状≫ 

男女の地位の平等感について、「社会全体」では「どちらかといえば男性の方が優遇されて

いる」の割合が 54.3％と最も多く、次いで「平等になっている」の割合が 18.1％となって

います。社会全体では男性の方が優遇されていると感じている人が多い傾向にあります （図

表 2-8 参照）。 

【【男男女女不不平平等等がが生生じじるる原原因因ににつついいてて】】  

≪現状≫ 

男女不平等が生じる原因として「男女の役割についての固定観念」の割合が 71.3％と最も

多く、次いで「社会通念やしきたり・慣習」の割合が 55.7％となっています。 

図表 3-9 男女不平等が生じる原因 （全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基基本本施施策策５５  男男女女共共同同参参画画へへのの理理解解促促進進とと意意識識のの浸浸透透   

施策の方向性 ９９．．社社会会制制度度・・慣慣行行のの見見直直ししのの推推進進  

性別による固定的な役割分担意識が残る社会制度や慣行を見直し、男女

共同参画に関する認識が高まるよう、様々な機会を通じて意識啓発や各種

情報の提供等を行います。 

 1100．．啓啓発発・・広広報報活活動動のの推推進進  

誰もが男女共同参画に関心を持ち、理解を深めることができるよう、セ

ミナーや講演会、研修会等など、様々な機会を通じて広報・啓発活動及び

情報提供を進めます。 
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は
な
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い

無
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49.9% 71.3% 55.7% 12.5% 44.0% 36.5% 0.8% 1.7% 6.1% 3.3%

49.4% 72.7% 57.8% 13.6% 49.4% 32.5% 0.6% 2.6% 3.2% 3.2%

50.0% 70.5% 53.7% 11.6% 38.9% 40.5% 1.1% 1.1% 7.9% 3.7%

66.7% 100.0% 66.7% 0.0% 33.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

全体（N=359）

男性（n=155）

女性（n=191）

その他（n=3）

【性別】
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【【用用語語のの理理解解ににつついいてて】】  

≪現状≫ 

男女共同参画に関する用語の認知状況では、「内容まで知っている（よく知っている）」の

割合が高い項目として、「⑤マタハラ（マタニティ・ハラスメント 6）」が 35.9％、「③ジェ

ンダー（社会的・文化的につくられた性別）」が約 23.7％となっています。一方で、「④ポジ

ティブ・アクション（積極的改善措置）」は 56.5％が「知らなかった」と回答しています。

また、「内容まで知っている」と答えた方の割合は、前回調査と比較してすべての項目で増加

しています。 

図表 3-10 用語の理解 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪課題≫ 

社会のあらゆる分野で「男性優遇」意識が強い現状において、男女がお互いに認め合い、

尊重し合いながら、諸制度や慣行について、住民の皆様一人ひとりが男女共同参画の意義を

自身の問題として認識し、意識改革の推進を図り、男女共同参画社会を実現することが求め

られています。そのため、積極的なアプローチとして、子どもの頃からの意識付け、地域や

職場などでの自発的学習活動への支援を行い、従来の固定観念や社会通念、しきたり、慣習

を見直すための継続的かつ日常的な意識啓発が必要です。 

★★☆☆  具具体体的的取取組組内内容容  ☆☆★★  

●社会制度・慣行の見直しの推進 

①男女共同参画に関する情報の収集・提供 

 ・男女平等の慣行や、社会通念の実態について把握に努めるとともに、町内の男女共同

参画に関する取組や活動状況などについての調査及び結果の公表に努めます。 

●啓発・広報活動の推進 

 ①啓発・広報活動の推進と社会制度・慣行の見直し 

  ・男女共同参画に関する習会の開催を支援し、男女共同参画についての理解促進と意識

の浸透を図ります。 

・住民や事業者に対し、男女共同参画の妨げとなる社会制度や慣行を見直すことについ

て、呼びかけを行うとともに、男女平等意識の浸透を図るための広報・啓発活動に努

めます。 

  ・男性や若年層を対象とした性別による固定的な役割分担意識を解消するための広報・

啓発活動の充実に努めます。 
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無
効
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回
答

①男女共同参画社会基本法 13.6% 57.9% 25.6% 2.8% ①男女共同参画社会基本法 9.9% 54.6% 30.5% 4.9%

②DV防止法（配偶者からの暴力の防止及び被害者
の保護等に関する法律）

21.2% 66.9% 8.4% 3.6%
②DV防止法（配偶者からの暴力の防止及び被害者

の保護等に関する法律）
19.4% 65.8% 9.9% 4.9%

③ジェンダー（社会的・文化的につくられた性別） 23.7% 47.4% 25.1% 3.9% ③ジェンダー（社会的・文化的につくられた性別） 7.0% 30.5% 56.7% 5.8%

④ポジティブアクション 4.5% 35.1% 56.5% 3.9% ④ポジティブアクション 3.1% 30.1% 60.4% 6.4%

⑤マタハラ（マタニティ・ハラスメント） 35.9% 54.3% 5.3% 4.2% ⑤マタハラ（マタニティ・ハラスメント） 29.5% 54.0% 11.5% 4.9%

⑥女性の職業生活における活躍の推進に関する法律 8.6% 44.3% 43.5% 3.6% ⑥女性の職業生活における活躍の推進に関する法律 - - - -

【今回調査】全体（N=359） 【前回調査】全体（N=485）
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基基本本目目標標４４  ライフ・ワーク・バランスの推進 

労働者及び企業が、仕事と家事や育児・介護・地域活動などと両

立できるようにすることは、男女共同参画社会の基本的な考え方の

ひとつです。 

 ライフ・ワーク・バランス（家庭と職業の両立）を推進するうえ 

で、子育てに関する支援は重要な項目です。本町では、関係機関などと積極的な連携を図り

ながら、各施策を推進しています。 

 

『『  現現状状とと課課題題  』』～町民意識調査結果より～  

【【女女性性がが働働くく上上でで支支障障ととななるるここととににつついいてて】】  

≪現状≫ 

「家事の負担が大きいこと」が 66.9％と最も多く、次いで「夫や子どもの世話の負担が大

きいこと」が 56.3％、「高齢者等家族の介護の負担が大きいこと」が 37.9％と続き、家庭

内の仕事の負担が上位を占めており、「家事」「子育て」「介護」というキーワードが浮かびま

す。 

図表 3-11 女性が働く上で支障となること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基基本本施施策策６６  ラライイフフ・・ワワーークク・・ババラランンススのの推推進進   

施策の方向性 1111．．家家庭庭生生活活ににおおけけるる男男女女共共同同参参画画のの推推進進  

男女がともに家庭と仕事・地域生活の両立が可能となり、やりがい

や充実感のある人生が送れるように、ライフ・ワーク・バランスの普

及促進に努めます。 

 1122．．子子育育てて・・介介護護支支援援等等のの充充実実  

育児休業や介護休業を取得しやすい環境の整備に向けて、事業所等

に対する法制度に関する周知・啓発を推進します。 

 1133．．多多様様なな働働きき方方へへのの条条件件整整備備  

子ども・子育て支援体制及び介護支援体制の充実を図り、職業生活

と家庭生活を両立できる環境の整備を目指します。 
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66.9% 56.3% 37.9% 28.7% 17.5% 10.0% 9.7% 21.7% 17.0% 10.9% 2.2% 4.2% 5.6%

59.1% 57.1% 27.3% 30.5% 20.1% 9.1% 7.8% 18.2% 11.7% 8.4% 1.9% 5.2% 7.1%

73.2% 55.8% 44.7% 27.9% 14.7% 10.5% 11.1% 23.2% 21.1% 11.6% 2.6% 3.7% 4.2%

66.7% 66.7% 33.3% 0.0% 33.3% 0.0% 0.0% 66.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

全体（N=359）

男性（n=155）

女性（n=191）

その他（n=3）

【性別】
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【【育育児児休休業業・・介介護護休休業業のの取取得得状状況況ににつついいてて】】  

≪現状≫ 

育児休業や介護休業の取得状況をみると、育児休業の取得状況については、全体の 78.3％

が「取得したことはない」と回答しており、取得率は 13.6％となっています。性別でみると、

女性の取得率は 23.2％、男性の取得率は 2.6％です。 

また、介護休業の取得状況については、90.0％が「取得したことはない」と回答しており、

性別、年齢別にみても、取得率はごくわずかにとどまっています。 

図表 3-12 育児休業・介護休業の取得状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【【日日常常生生活活のの理理想想とと現現実実ににつついいてて】】  

≪現状≫ 

日常生活の理想と現実意識についてみると、希望（理想）の優先度は、「仕事と家庭生活（プ

ライベートな時間）を両立」が 61.8％を占めていますが、実際（現実）の優先度をみると、

「仕事や家事を優先」が 52.1％と過半数を占め最も多く、「仕事と家庭生活（プライベート

な時間）を両立」は 30.9％にとどまっています。理想と現実のギャップが非常に大きいこと

がうかがえます。前回調査との比較では、若干ですが現実が理想に近づいています。 

図表 3-13 日常生活の理想と現実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【育児休業】 【介護休業】

取
得
し
た
こ
と
が
あ
る

取
得
し
た
こ
と
は
な
い

無
効
・
無
回
答

取
得
し
た
こ
と
が
あ
る

取
得
し
た
こ
と
は
な
い

無
効
・
無
回
答

全体（N=359） 13.6% 78.3% 8.1% 全体（N=359） 1.9% 90.0% 8.1%

【性別】 【性別】

男性（n=155） 2.6% 89.0% 9.1% 男性（n=155） 0.6% 92.9% 7.1%

女性（n=191） 23.2% 70.0% 7.4% 女性（n=191） 3.2% 88.4% 8.9%

その他（n=3） 0.0% 100.0% 0.0% その他（n=3） 0.0% 100.0% 0.0%

  

【今回調査】 【前回調査】

仕
事
や
家
事

家
庭
生
活

（

プ
ラ
イ
ベ
ー

ト

な
時
間
）

仕
事
と
家
庭
生
活

（

プ
ラ
イ
ベ
ー

ト

な
時
間
）

無
効
・
無
回
答

仕
事
や
家
事

家
庭
生
活

（

プ
ラ
イ
ベ
ー

ト

な
時
間
）

仕
事
と
家
庭
生
活

（

プ
ラ
イ
ベ
ー

ト

な
時
間
）

無
効
・
無
回
答

希望する（理想とする）優先度 7.0% 26.7% 61.8% 4.5% 希望する（理想とする）優先度 9.1% 21.6% 62.9% 6.4%

実際の（現実の）優先度 52.1% 11.7% 30.9% 5.3% 実際の（現実の）優先度 53.2% 15.5% 23.1% 8.2%

【性別】 【性別】

希望する（理想とする）優先度 9.1% 23.4% 61.7% 6.5% 希望する（理想とする）優先度 10.1% 21.0% 61.8% 6.4%

実際の（現実の）優先度 50.6% 11.0% 31.8% 7.1% 実際の（現実の）優先度 53.2% 15.5% 23.1% 8.2%

希望する（理想とする）優先度 4.2% 30.0% 63.7% 2.6% 希望する（理想とする）優先度 8.3% 21.4% 64.5% 5.9%

実際の（現実の）優先度 52.6% 12.6% 31.6% 3.7% 実際の（現実の）優先度 52.1% 17.9% 21.0% 9.0%

女性（n=290）女性（n=191）

全体（N=359）

男性（n=155）

全体（N=485）

男性（n=186）
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【【家家庭庭とと仕仕事事のの両両立立のの要要件件ににつついいてて】】  

≪現状≫ 

男女がともに、仕事と家庭の両立をし続けるために必要と思うことについては、「育児・介

護休業を気がねなく利用できる職場環境づくり」が 59.3％の回答で最も多く、次いで「労働

時間を短縮すること」「育児・介護休業の利用者が、不利な扱いを受けないようにすること」

が 28.7％となっています。 

図表 3-14 家庭と仕事の両立の要件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪課題≫ 

雇用の場における男女共同参画を推進するため、企業に対し、男女の均等な機会と待遇の

確保など、職業生活と家庭生活が両立できるような雇用環境の整備に向け、国・県と連携し

て働きかけを行い、町民への労働関係情報の提供や学習機会の充実、再就職の支援に努める

必要があります。 

家庭生活と仕事との両立に向けて現状では、女性が主に担っている子育てや介護について

も、男女がともに協力して両立できるよう、時短勤務や時差出勤、テレワーク制の導入など

多様な働き方への支援や育児や介護への支援体制の整備を進める必要があります。 

 

★★☆☆  具具体体的的取取組組内内容容  ☆☆★★  

●家庭生活における男女共同参画の推進 

①男女平等の理念に基づく、個人・家庭を尊重する意識の啓発 

 ・家庭において、固定的な役割分担にとらわれない意識づくりのための啓発活動を推進

します。 

 ・生活と仕事の調和（ライフ・ワーク・バランス）の浸透と、意識づくりのための啓発

活動を推進します。 

●子育て・介護支援等の充実 

 ①職業生活と家庭生活が両立できる支援体制の整備 

  ・育児休業・介護休業の制度等の普及をはじめ、男女がともに働きながら育児や介護に

取り組むことができる条件や環境づくり、支援体制の整備等について、事業者への周

知・啓発に努めます。 

 ②子育て支援体制の整備 

  ・地域子育て支援拠点事業をはじめ、地域社会全体で子育てをサポートできる体制づく

労
働
時
間
を
短
縮
す
る
こ
と

転
勤
や
配
置
転
換
な
ど
に
配

慮
す
る
こ
と

在
宅
勤
務
や
フ
レ
ッ

ク
ス
タ

イ
ム
制
度
（

時
間
差
出
勤
）

を
取
り
入
れ
る
こ
と

育
児
・
介
護
休
業
を
気
が
ね

な
く
利
用
で
き
る
職
場
環
境

づ
く
り

育
児
・
介
護
休
業
の
利
用
者

が
、

不
利
な
扱
い
を
受
け
な

い
よ
う
に
す
る
こ
と

育
児
・
介
護
休
業
中
の
給
付

金
を
充
実
す
る
こ
と

育
児
な
ど
で
退
職
し
た
者
を

再
雇
用
す
る
制
度
を
取
り
入

れ
る
こ
と

職
場
復
帰
の
た
め
の
研
修
や

職
業
訓
練
な
ど
の
機
会
を
充

実
す
る
こ
と

職
場
内
に
保
育
施
設
を
整
備

す
る
こ
と

保
育
・
介
護
サ
ー

ビ
ス
を
充

実
す
る
こ
と

そ
の
他

わ
か
ら
な
い

無
効
・
無
回
答

全体（N=359） 28.7% 24.0% 25.6% 59.3% 28.7% 22.8% 20.6% 8.9% 10.9% 25.1% 1.4% 4.5% 3.9%

【性別】

男性（n=155） 32.5% 27.9% 26.0% 61.0% 31.2% 22.1% 18.8% 5.8% 7.8% 24.7% 1.3% 4.5% 4.5%

女性（n=191） 25.8% 21.1% 25.8% 58.4% 27.4% 24.2% 20.5% 11.1% 14.2% 26.3% 1.6% 4.2% 3.7%

その他（n=3） 0.0% 33.3% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 33.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
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りに努めるとともに、あいなん子育て応援グループ機関誌などによる、子育てに関す

る情報を収集・提供します。 

  ・ボランティアネットワークの構築など、子育て支援体制の整備を図ります。 

③保育体制の整備 

  ・多様化する保育ニーズを把握し、保育体制の充実を図ります。 

 ④放課後待機児童対策の充実 

  ・放課後待機児童に関する状況を確認し、住民のニーズの把握に努めるとともに、関係

機関等と連携した放課後待機児童の受入れ体制の整備に努めます。 

 ⑤高齢者介護サービスの充実 

  ・介護・保健施設等との連携を図りながら介護保険制度の円滑な運営を図ります。 

  ・認知症サポーターや生活サポーター養成講座を実施します。 

  ・男女のニーズの違いに配慮した医療や介護・介護予防対策を推進します。 

  ・家族介護者の負担軽減を図るための体制の整備に努めます。 

●多様な働き方への条件整備 

 ①職業生活と家庭生活が両立できる就業環境の整備 

  ・就職支援センターを通じ、安心して女性が働ける職場づくりの啓発活動を推進します。 

  ・パートタイム労働法、労働者派遣法等の周知を図ります。 

 ②起業支援等就業環境の整備 

  ・起業や事業経営に関する情報提供や、知識の習得等への支援を行います。 

 

 

『『  現現状状とと課課題題  』』～町民意識調査結果より～  

【【女女性性のの望望ままししいい働働きき方方ににつついいてて】】  

≪現状≫ 

女性の望ましい働き方については、「結婚や出産に関わらず仕事を続ける（産休・育休を取

得する場合を含む）」が 55.2％と最も多く、次いで「子育ての時期だけ一時やめて、その後

は（フルタイムやパートタイムで）仕事を続ける」が 14.7％となっています。いわゆる「Ｍ

字就労」意識がみられます。また、男女の性差はほぼ無い状況です。年齢が上がるにつれて

「M 字就労」の意識が高くなっていますが、本町において、現実にはＭ字就労の現象は見ら

れません（図表 2-7 参照）。 

基基本本施施策策 77  働働くく場場ににおおけけるる男男女女共共同同参参画画のの推推進進   

施策の方向性 1144．．就就労労のの場場ににおおけけるる男男女女共共同同参参画画のの推推進進  

関係機関と連携し、雇用や就業における男女の均等な機会の確保や、女

性の継続就労、再就職を支援します。 

事業所や地域社会において、セクシュアル・ハラスメントやパワー・ハ

ラスメントは重大な人権侵害であるという意識の啓発に努めます。 

 1155．．農農林林水水産産業業ににおおけけるる男男女女共共同同参参画画のの確確立立  

農林水産業等において、女性が経営や意思決定に参画する機会が確保さ

れるよう、啓発等に努めます。 
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図表 3-15 女性の望ましい働き方 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

【【職職場場ににおおけけるる男男女女のの扱扱いいににつついいてて】】  

≪現状≫ 

「どちらかといえば男性のほうが優遇されている」の回答が高い順に「③昇進や昇格」が

44.8％、「②賃金・昇給」が 38.7％の順となっています。「ほぼ平等になっている」の回答

については、「⑧有給休暇の取得」「⑦教育訓練や研修」などでは約 6 割の方が平等としてお

り、「③昇進や昇格」「②賃金・昇給」以外の項目では、4 割を超える方が「ほぼ、平等にな

っている」と答えられています。「②賃金・昇給」についても、37.8％の方が「ほぼ平等に

なっている」としており、男性優遇と感じられている方の割合と近づいている状況で、職場

における男女の扱いについては、女性の待遇の向上がみられるようになってきています。 

図表 3-16 職場における男女の扱い 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

  

結
婚
や
出
産
に
関
わ
ら
ず
仕

事
を
続
け
る
（

産
休
・
育
休

を
取
得
す
る
場
合
を
含
む
）

子
育
て
の
時
期
だ
け
一
時
や

め
て
、

そ
の
後
は
フ
ル
タ
イ

ム
で
仕
事
を
続
け
る

子
育
て
の
時
期
だ
け
一
時
や

め
て
、

そ
の
後
は
パ
ー

ト
タ

イ
ム
で
仕
事
を
続
け
る

出
産
す
る
ま
で
は
仕
事
を
す

る
が
、

子
ど
も
が
で
き
た
ら

家
事
や
育
児
に
専
念
す
る

結
婚
す
る
ま
で
は
仕
事
を
し

て
、

結
婚
後
は
家
事
に
専
念

す
る

仕
事
を
し
な
い

そ
の
他

無
効
・
無
回
答

全体（N=359） 55.2% 14.8% 9.7% 7.8% 2.2% 0.0% 6.1% 4.2%

【性別】

男性（n=155） 52.6% 18.2% 7.8% 7.8% 3.2% 0.0% 5.8% 5.2%

女性（n=191） 57.4% 12.6% 12.1% 6.8% 1.6% 0.0% 6.8% 3.2%

その他（n=3） 66.7% 0.0% 0.0% 33.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

 

 

【今回調査】（N=359） 【前回調査】（N＝485）

ど
ち
ら
か
と
い
え
ば
男
性
の

ほ
う
が
優
遇
さ
れ
て
い
る

ほ
ぼ
平
等
に
な
っ

て
い
る

ど
ち
ら
か
と
い
え
ば
女
性
の

ほ
う
が
優
遇
さ
れ
て
い
る

わ
か
ら
な
い

無
効
・
無
回
答

ど
ち
ら
か
と
い
え
ば
男
性
の

ほ
う
が
優
遇
さ
れ
て
い
る

ほ
ぼ
平
等
に
な
っ

て
い
る

ど
ち
ら
か
と
い
え
ば
女
性
の

ほ
う
が
優
遇
さ
れ
て
い
る

わ
か
ら
な
い

無
効
・
無
回
答

①募集・採用 28.4% 45.4% 2.8% 18.4% 5.0% ①募集・採用 33.4% 37.7% 2.7% 26.2%

②賃金・昇給 38.7% 37.9% 0.3% 18.4% 4.7% ②賃金・昇給 46.2% 27.2% 0.2% 26.3%

③昇進や昇格 44.8% 29.8% 0.6% 20.1% 4.7% ③昇進や昇格 48.2% 22.9% 0.2% 28.7%

④仕事の内容 24.8% 43.2% 7.0% 20.9% 4.2% ④仕事の内容 26.6% 33.0% 9.1% 31.3%

⑤退職や解雇 15.6% 48.2% 1.9% 29.0% 5.3% ⑤退職や解雇 21.4% 38.8% 1.4% 38.4%

⑥能力評価・査定 22.3% 44.8% 2.2% 26.2% 4.5% ⑥能力評価・査定 28.7% 35.5% 0.4% 35.5%

⑦教育訓練や研修 14.2% 58.2% 1.4% 21.4% 4.7% ⑦教育訓練や研修 16.1% 46.8% 1.4% 35.7%

⑧有給休暇の取得 5.6% 59.1% 11.1% 19.5% 4.7% ⑧有給休暇の取得 4.9% 55.1% 8.7% 31.4%
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【【ハハララススメメンントトににつついいてて】】  

≪現状≫ 

セクシュアル・ハラスメント（セクハラ：相手の意に反した不快な性的言動や嫌がらせな

どの行為）を「自分が直接経験したことがある」への回答を、性・年齢別でみると、女性は

20 歳代が他の年齢層に比べて高いことが目立っています。 

また、パワー・ハラスメント（パワハラ：職務上の地位や権限を利用し、業務の適正な範

囲を超えて、精神的・身体的苦痛を与えるような行為）の経験については、男性 30 歳代、

女性 50 歳代の割合が高くなっています。 

図表 3-17 ハラスメントの経験 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

≪課題≫ 

女性の働き方は、結婚や妊娠・出産などライフステージの転機によって影響を受けます。

本町では、女性自身の就労意欲が高まり、就労を継続することや、一旦仕事を辞めて再就職

を希望する女性、あるいはこれまで男性の多かった職場への進出など、女性の就労に対する

ニーズも多様化しています。 

しかし、育児・介護休業制度などの整備が進んでいるにも関わらず、昇進や賃金における、

待遇の面では依然として男女間の格差がみられます。 

ハラスメントについては、だれもがこの問題に正しく向き合うよう、働く人と企業への意

識啓発を図る必要があります。 

【セクシュアル・ハラスメント】 【パワー・ハラスメント】

自
分
が
直
接
経
験
し
た

こ
と
が
あ
る

自
分
の
ま
わ
り
に
経
験

し
た
人
が
い
る

自
分
が
直
接
経
験
し
た

こ
と
が
あ
る

自
分
の
ま
わ
り
に
経
験

し
た
人
が
い
る

28.7% 24.0% 23.1% 30.9%

20〜24歳代（n=4） 0.0% 0.0% 20〜24歳代（n=4） 0.0% 0.0%

25〜29歳代（n=9） 0.0% 11.1% 25〜29歳代（n=9） 22.2% 55.6%

30〜39歳代（n=31） 3.2% 29.0% 30〜39歳代（n=31） 41.9% 38.7%

40〜49歳代（n=21） 4.8% 28.6% 40〜49歳代（n=21） 38.1% 61.9%

50〜59歳代（n=37） 5.4% 27.0% 50〜59歳代（n=37） 27.0% 29.7%

60〜69歳代（n=30） 3.3% 13.3% 60〜69歳代（n=30） 10.0% 23.3%

70歳以上（n=23） 0.0% 21.7% 70歳以上（n=23） 8.7% 17.4%

20〜24歳代（n=10） 30.0% 20.0% 20〜24歳代（n=10） 30.0% 20.0%

25〜29歳代（n=19） 26.3% 31.6% 25〜29歳代（n=19） 31.6% 31.6%

30〜39歳代（n=39） 23.1% 20.5% 30〜39歳代（n=39） 15.4% 30.8%

40〜49歳代（n=38） 23.7% 7.9% 40〜49歳代（n=38） 26.3% 31.6%

50〜59歳代（n=34） 23.5% 26.5% 50〜59歳代（n=34） 32.4% 41.2%

60〜69歳代（n=15） 0.0% 13.3% 60〜69歳代（n=15） 13.3% 20.0%

70歳以上（n=36） 11.1% 16.7% 70歳以上（n=36） 8.3% 16.7%

全体（N=359）

【性・年齢別】

男性

女性

全体（N=359）

【性・年齢別】

男性

女性
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★★☆☆  具具体体的的取取組組内内容容  ☆☆★★  

●就労の場における男女共同参画の推進 

①男女雇用機会均等法 7 の周知・徹底 

 ・様々な媒体や機会を通じて、男女雇用機会均等法の周知・普及に努めます。 

 ・事業所等に対し、採用や待遇面での男女差解消に向けた啓発に努めます。 

②女性の就労継続支援 

 ・事業者に対し、母性健康管理の条件整備に係る重要性等の周知・啓発に努めます。 

③女性の再チャレンジ支援 

 ・就職支援センタ－等関係機関の協力を得て、子育てや介護等で一時仕事を中断した女

性の再就職（女性の再チャレンジ）のための情報収集と提供に努めます。 

 ④多様なハラスメントの防止・救済に向けた環境の整備 

  ・事業者に対し、セクシュアル・ハラスメントにする就業規則での規制や相談窓口の設

置など、雇用管理上の事業主の配慮義務について周知・啓発に努めます。 

  ・町職員に対して、役職に応じたハラスメント防止研修を計画的に実施し、職員のハラ

スメント防止に向けた意識啓発及び知識向上を図ります。 

  ・セクシュアル・ハラスメントやパワー・ハラスメントに関する一元的な相談窓口を設

置し、全ての町職員が安心して働くことのできる職場環境を整えます。 

●農林水産業における男女共同参画の確立 

①各種団体における女性委員の参画促進 

 ・農協や漁協など、関係団体における役員や委員、また組合員としての女性の参画推進

のための広報・啓発に努めます。 

②農林水産業の事業者や関係団体への意識啓発 

 ・固定的な性別役割分担意識と、それに基づく習慣・しきたりを改めるための啓発に努

めます。 

③農林水産業での女性の地位確立と活動しやすい環境づくり 

 ・家族経営協定に関する啓発と締結を支援します。 

 ・女性の認定農業者の増加に向けて支援します。 

 ・女性の視点を活かした農林水産業の６次産業化支援、またグリーンツーリズム、ブル

ーツーリズムへの取組を支援します。 
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基基本本目目標標５５  生涯にわたる安心・安全な男女の健康づくり 

配偶者などからの暴力は、人権を著しく侵害するもので、男女共同参画を形成していく上

で、克服すべき重要な課題のひとつです。あらゆる人権侵害、暴力の根絶に向けた取組を引

き続き実施し、ＤＶ被害者の支援体制の整備と強化を進めていきます。 

また、誰もが生涯にわたり健康で、いきいきと自立した生活を送ることは、共通の願いで

すが、女性は妊娠や出産など、男性とは異なる問題に直面します。男女がお互いの性差を十

分に理解し合い、思いやりを持つことは、男女共同参画社会の形成にとっても非常に重要な

ことです。 

町民の皆様が必要性を感じる時に、支援できる施策を“みえやすく”提供することを目指

し、本町では、平成 24 年３月に策定した「愛南町健康増進計画（中間評価・後期計画）」に

基づき、健康づくりに関する施策や事業を推進しています。からだとこころの健康は、まち

の活性化をするためにも重要です。ライフステージに応じた必要な情報・教育、支援可能な

施策を町民の皆様と共有できるよう、各関係機関と連携し、より一層支援していくことが重

要です。 

 

『『  現現状状とと課課題題  』』～町民意識調査結果より～ 

【【ＤＤＶＶににつついいてて】】  

≪現状≫ 

ＤＶを「自分が直接経験したことがある」人は、特に女性の若い世代で目立っています。

ＤＶ経験者の相談状況については「家族や親せき」「友人や知人」以外への相談はあまりみら

れず、３割が「どこにも相談しなかった」と回答しています。専門家や公的な機関などへ相

談する意識が薄いという現状がみられます。 

図表 3-18 ＤＶを受けた経験について 

  

 

 

 

 

 

 

 

基基本本施施策策８８  ああららゆゆるる暴暴力力のの根根絶絶   

施策の方向性 1166．．ああららゆゆるる暴暴力力のの根根絶絶  

家庭や学校等における暴力防止のための教育の充実をはじめ、ＤＶ防止

のための広報・啓発活動を推進します。 

 1177．．安安心心ででききるる相相談談・・支支援援体体制制のの充充実実  

関係機関との連携を強化し、ＤＶ被害者等に対する、相談支援などをは

じめ、安心できる支援体制づくりの構築を目指します。 
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を
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無
効

全体（N=359） 6.7% 12.8% 66.9% 13.1% 0.6% 3.9%

【性別】

男性（n=155） 1.3% 7.8% 75.3% 14.3% 1.3% 3.9%

女性（n=191） 11.6% 15.8% 62.6% 11.1% 0.0% 3.2% 
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図表 3-19 ＤＶ経験者の相談状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【【ＤＤＶＶをを防防ぐぐたためめのの取取組組ににつついいてて】】  

≪現状≫ 

今後、ＤＶを防ぐために必要な取組については「被害者が相談しやすい環境づくり」が

69.4％と最も多く、次いで「加害者への罰則を強化する」が 44.6％、「被害者が援助を求め

やすくするための情報提供を充実する」が 34.3％となっています 

図表 3-20 ＤＶを防ぐために必要な取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪課題≫ 

暴力は未然に防ぐことが第一です、被害を受けた人が速やかに相談し、安心して生活でき

る環境を整備する必要があります。そのため、相談窓口の周知を継続的に行うとともに、被

害者の視点に立った相談や、自立へ向けた総合的な支援体制など、ＤＶ防止対策をより一層

推進する必要があります。また、あらゆる暴力を許さない意識を持つためにも、デートＤＶ８

防止など、若年層からの啓発を行う必要があります。誰もが安心して相談や支援を求めるこ

とができるよう、被害者へのカウンセリングなど、多面的な支援の充実が必要です。 

 

 

 

 

 

家
族
や
親
せ
き
に
相
談
し
た

友
人
や
知
人
に
相
談
し
た

警
察
に
連
絡
・
相
談
し
た

法
務
局
や
県
庁
、

役
場
な
ど

に
相
談
し
た

女
性
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー

（

配
偶
者
暴
力
相
談
支
援
セ

ン
タ
ー
）

に
相
談
し
た

愛
媛
県
男
女
共
同
参
画
セ
ン

タ
ー

に
相
談
し
た

医
療
関
係
者
（

医
師
・
看

護
師
な
ど
）

に
相
談
し
た

弁
護
士
に
相
談
し
た

そ
の
他

ど
こ
（

誰
）

に
も
相
談
し

な
か
っ

た

無
回
答

全体（N=91） 17.6% 28.6% 6.6% 2.2% 1.1% 0.0% 2.2% 1.1% 7.7% 30.8% 2.2%

【性別】

男性（n=22） 18.2% 18.2% 13.6% 4.5% 4.5% 0.0% 0.0% 0.0% 9.1% 22.7% 9.1%

女性（n=63） 19.0% 31.7% 3.2% 1.6% 0.0% 0.0% 1.6% 1.6% 7.9% 33.3% 0.0%

その他（n=1） 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
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全体（N=359） 15.6% 31.8% 12.0% 69.4% 34.3% 25.1% 44.6% 10.6% 2.8% 3.3% 0.0%

【性別】

男性（n=155） 19.5% 37.0% 14.9% 66.2% 33.1% 19.5% 42.2% 10.4% 2.6% 2.6% 0.0%

女性（n=191） 13.2% 27.4% 10.0% 73.7% 35.8% 30.0% 46.3% 11.1% 3.2% 3.2% 0.0%

その他（n=3） 0.0% 33.3% 0.0% 100.0% 33.3% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
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★★☆☆  具具体体的的取取組組内内容容  ☆☆★★  

●あらゆる暴力の根絶 

①人権を侵害する暴力防止についての広報・啓発 

 ・町広報やホームページ等を通じた、暴力防止についての啓発を推進します。 

 ・教育委員会、学校等と連携した、児童・生徒を対象とする暴力防止についての意識啓

発に努めます。 

 ・若年層を対象とする暴力防止について啓発に努めます。 

 ・人権の日、人権週間等の機会に、シンポジウムの開催等を通じて、啓発活動を推進し

ます。 

②配偶者等からの暴力防止・救済に向けた推進体制の整備と相談体制の確立 

 ・「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（ＤＶ防止法 9）」に基づき、

県や警察など関係機関との連携を強化します。 

 ・関係機関との連携の強化を通じて、被害者支援のための「ワンストップ・サービス」

の構築を推進します。 

 ・配偶者等からの暴力防止・救済に向けた、担当者会議を行います。 

 ・現場で被害者支援を行う相談員の質の向上・維持に向けた研修を促進します。 

 ・様々な媒体や機会を通じて、配偶者等からの暴力防止・救済のための制度等の周知に

努めます。 

●安心できる相談・支援体制の充実 

 ①被害者の保護・自立支援 

  ・県などの関係機関との連携により、被害者の一時保護や自立を支援します。 

  ・被害者等へのカウンセリング専門機関や、医療機関に関する情報を提供します。 

  ・誰もが、地域社会の中で安心して暮らすことができるよう、地域での見守り体制の構

築を目指します。 
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『『  現現状状とと課課題題  』』～町民意識調査結果より～ 

【【福福祉祉ににつついいてて】】  

≪現状≫ 

男女共同参画を積極的に進めるために本町が力を入れることの要望として、「保育・介護サ

ービスの充実や育児・介護休業制度などの普及など男女が共に働き続けるための条件整備を

整える」と 51.5％の方が答えられています（図表 3-4 参照）。 

≪課題≫ 

本町の高齢化率は年々、増加傾向にあり、平成 27 年には、総人口の 39.7％が 65 歳以上

となっています。今後も高齢化が進行していくと予測されることから、介護や高齢者福祉施

策はますます重要となります（図表 2-3 参照）。 

さらに、ひとり親家庭や障がい者、生活困窮者や外国人など、社会・経済情勢の変化など

に伴う、様々な困難に直面している人への支援も必要です。特にそのような人たちが女性で

ある場合、複合的に困難な状態に置かれやすいことから、男女共同参画の視点に立った適切

な支援が必要です。そのため、地域社会における助け合いや支え合いの意識を持ち、福祉的

な支援も充実した環境を醸成していく必要があります。 

 

★★☆☆  具具体体的的取取組組内内容容  ☆☆★★  

●高齢者や障がい者への支援 

 ①高齢者の介護予防・生活支援の充実 

  ・「愛南町高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」に基づき、高齢者福祉や介護保険に

関する各種支援サービスを実施するとともに、介護予防事業や生活支援事業の充実を

図ります。 

 ②高齢者の生きがい活動支援の充実 

  ・高齢者の体力維持や閉じこもりの防止、また高齢者の生きがいづくりに向けて、社会

福祉協議会等関係機関と連携したボランティア活動や、公民館活動など社会活動に参

加しやすい環境づくりに努めます。 

 ③高齢者の就業支援 

  ・シルバー人材センター等関係機関との連携を図り、高齢者の就業環境の整備に努めま

す。 

 

基基本本施施策策９９  ととももにに支支ええ合合うう福福祉祉環環境境づづくくりり   

施策の方向性 1188．．高高齢齢者者やや障障ががいい者者へへのの支支援援  

高齢者や障がい者などが、地域で安心して暮らせるよう、地域や関係機

関と連携し、支援体制の充実に努めます。 

 1199．．生生活活福福祉祉のの推推進進  

様々な困難に直面している人などが、地域で安心して暮らせるよう、関

係機関と連携し、支援体制の充実に努めます。 
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 ④障がい者福祉の推進 

  ・「愛南町障がい者計画・愛南町障がい福祉計画」に基づき、障がい者支援のための総合

的な取組及び各種支援サービスを実施します。 

 ⑤地域福祉の推進 

  ・一人暮らしの高齢者や高齢者のみの世帯、障がい者など、地域と連携して見守る体制

の整備に努めます。 

●生活福祉の推進 

 ①様々な困難に直面している人への支援 

  ・男女別ニーズに配慮しながら、ひとり親家庭や生活困窮世帯等への公的支援を行いま

す。 

  ・ひとり親家庭が抱える悩みや、生活困窮に関する悩みの解決に向けて、相談窓口の充

実・強化を図ります。 

  ・生活困窮世帯等に対する職業能力開発のための支援や、経済的支援など、関係機関・

団体等と連携して、自立に必要な支援を行います。 
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『『  現現状状とと課課題題  』』  

性と生殖に関する健康と権利（リプロダクティブ・ヘルス/ライツ）10 に関する正しい知識

と認識を持ち、男女が互いを尊重しながら一人ひとりが自立し支え合う社会づくりの形成が

重要です。 

また、職場や家庭、地域、学校などあらゆる場面において、男女共同参画の観点から、固

定的な役割分担（男性の仕事・役割、女性の仕事・役割と決めつけるなど）や一方に不利な

慣行や差別的な待遇などを見直し、現代の考えに沿った正しい知識の普及・啓発に取り組む

ことが課題となっています。 

★★☆☆  具具体体的的取取組組内内容容  ☆☆★★  

●生涯にわたる健康づくり 

 ①全てのライフステージに対応した健康の保持・増進対策の推進 

  ・乳幼児健診、特定健診やがん検診など様々な機会を通じて、健康づくり・食育活動な

どについての知識の普及や啓発活動を行います。 

  ・安心して出産できるよう妊婦産健診等の充実を図るとともに、相談や保健指導を行う

ことで、妊娠期からの切れ目のない支援を行います。 

  ・成人期や高齢期等における健診や保健指導、相談体制のさらなる充実に努めるととも

に、思春期・青年期における健康に関する諸問題についての支援を行うなど、ライフ

ステージに応じた健康づくりの取組を推進します 

  ・健康診査の充実、受診率の向上に努めるとともに、女性に特有ながん（子宮頚がん、

乳がん等）の予防・早期発見に対する支援を行います。 

  ・誰もが気軽に楽しめるスポーツ活動を推進します。 

●健康対策の充実 

 ①性と生殖に関する健康について学習機会の充実と相談体制の整備 

  ・家庭・学校・地域等で、身体的、心理的、社会的な「性」の問題について総合的に学

習する機会の充実と、相談体制の整備を図ります。 

  ・家庭･学校と連携し、高校生と大人を対象とした「思春期講座」を実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

基基本本施施策策 1100  生生涯涯ににわわたたるる男男女女のの健健康康づづくくりり   

施策の方向性 2200．．生生涯涯ににわわたたるる健健康康づづくくりり  

妊娠や出産、育児において、適切な健康の保持・増進ができるよう、総

合的な健康づくり対策を推進します。 

 2211．．健健康康対対策策のの充充実実  

ライフステージや性差に配慮した健康づくりの取組を推進します。 
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『『  現現状状とと課課題題  』』～町民意識調査結果より～ 

≪現状≫ 

男女共同参画の視点に配慮した防災・災害復興対策として取り組むべき項目として、「避難

所の設備（男女別のトイレ、更衣室、洗濯干場など）」の割合が 61.8％と最も多くなってい

ます。次いで、「災害時の救援医療体制（乳幼児・高齢者・障がい者・妊産婦など要配慮者な

どへのサポート体制）」の割合が 56.5％、「避難所運営の責任者に男女がともに配置され、避

難所運営や被災者対応に男女両方の視点が入ること」の割合が 45.4％となっています。 

図表 3-21 男女共同参画の視点に配慮した防災・災害復興対策として取り組むべき項目  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪課題≫ 

防災・災害復興対策は、多様な立場の町民の存在を前提に取り組む必要があり、地域防災

に女性の視点を取り入れることは不可欠です。女性が防災政策の方針を決定する場や、地域

の防災活動の場、あらゆる災害支援活動において、リーダーシップを発揮できるよう、平常

時から参画の機会をしっかりと確保しておくことが必要となります。 

 

★★☆☆  具具体体的的取取組組内内容容  ☆☆★★  

●防災分野での女性の参画推進 

 ①防災分野での女性の参画推進 

  ・男女のニーズの違い等、双方の視点に配慮した地域防災計画の策定に努めます。 

  ・消防団等防災分野への女性の参画拡大を図るとともに、男女ともに参加しやすい訓練・

研修の実施に努めます。 

基基本本施施策策 1111  防防災災・・減減災災対対策策にに向向けけたた男男女女共共同同参参画画のの推推進進   

施策の方向性 2222．．防防災災分分野野ででのの女女性性のの参参画画推推進進  

防災や減災、復興まちづくりなど、女性の参画促進に努め、女性や子ど

もの視点を取り入れた対策を推進します。 
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全体（N=359） 61.8% 45.4% 56.5% 24.8% 18.7% 16.7% 13.6% 19.2% 1.4% 2.2% 3.9%

【性別】

男性（n=155） 64.9% 50.6% 51.3% 27.9% 17.5% 20.1% 11.0% 17.5% 1.3% 2.6% 4.5%

女性（n=191） 61.6% 42.1% 62.6% 21.6% 18.4% 13.7% 15.3% 21.1% 1.6% 2.1% 3.2%

その他（n=3） 33.3% 33.3% 0.0% 33.3% 66.7% 33.3% 33.3% 33.3% 0.0% 0.0% 0.0%
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33--66  計計画画達達成成ののたためめのの指指標標（（数数値値目目標標））  

本町では、計画目標達成のための指標として以下のとおり数値目標を掲げます。 

施策の方向 評価の指標 
本計画 

把握方法 令和 2 年 

（現状値） 

令和８年 

（目標値） 

多様な学習機会の

提供 

社会全体において男女の地位が平

等になっていると思う人の割合 
18.1％ 50.0％ 

住民 

アンケート

調査 

家庭生活における

男女共同参画の推

進 

夫は外で働き、妻は家庭を守るべき

である（「男は仕事、女は家庭」と

いう考え方）に「そう思わない」「ど

ちらかといえばそう思わない」と回

答した人の割合 

79.3％ 85.0％ 

住民 

アンケート

調査 

子育て・介護支援

等の充実 
延長保育の実施箇所数 ５箇所 5 箇所 庁内資料 

農林水産業におけ

る男女共同参画の

確立 

農業委員会に占める女性の割合 11.4％ 30.0％ 庁内資料 

農家の家族経営協定締結数 50 件 70 件 庁内資料 

政策・方針決定過

程における女性参

画の推進 

審議会等における女性委員の割合 31.5％ 40.0％ 庁内資料 

あらゆる暴力の根

絶 
DV 防止法を知っている人の割合 88.1％ 100.0％ 

住民 

アンケート

調査 

生涯にわたる健康

づくり 
特定健康診査の受診割合 

38.7％ 
（※1） 

60.0％ 庁内資料 

※1 令和 2 年度（現状値）は、現時点で確定しないため、令和元年度の数値としている。 
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44--11  計計画画のの実実行行体体制制とと推推進進方方法法  

 本計画は、町民の皆様と共に主管部署である企画財政課をはじめ、全庁的に取り組んでい

くものです。庁内関係部署との十分な連携や調整を密に行い、本計画の推進にあたっては、

男女共同参画の意識啓発をはじめ、様々な取組を推進します。 

計画の進捗については、計画（ＰＬＡＮ）→実行（ＤＯ）→評価（ＣＨＥＣＫ）→改善（Ａ

ＣT）に基づく進行管理（ＰＤＣＡサイクル）の考え方に基づき、基本理念・基本目標に対し、

各課で取り組む具体的取組内容について、年度ごとに点検を行い、各施策の進捗状況を管理・

評価し、取組のなかで生じた課題の改善に努めます。 

また、客観的な評価を実施したうえで、町広報やホームページ等で公表し、住民からの意

見や提案の計画への反映に努めます。 

 

 

図表 4-1 PDCA サイクルのプロセスイメージ 
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44--22  職職員員研研修修のの充充実実  

①①  職職員員  

職員は、高い男女共同参画の意識をもって施策の推進にあたらなければなりません。その

ために、男女共同参画に関する研修などの機会を通じ、職員一人ひとりが豊かな男女共同の

感覚を身につけ、基本目標に沿った視点に立って職務が遂行できるよう努めます。 

②②  教教職職員員  

教職員の男女共同の意識を高め、男女共同参画の推進を図ります。また、家庭や地域社会

との連携を深め、男女共同参画の課題の解決に積極的な役割が果たせるよう努めます。 

③③  保保健健・・福福祉祉・・医医療療・・消消防防関関係係のの職職員員  

保健・福祉・医療・消防関係の職員は、人の生命や健康、生活を守るという重要な役割を

担っています。職務内容に応じて相手の立場に立った、きめ細かな男女共同の感覚を身につ

けて職務に臨むことができるよう、男女共同参画の意識の高揚に努めます。 

 

44--33  国国・・県県ななどど行行政政機機関関ととのの連連携携  

国や県などの各関係行政機関と連携を図りながら、効果的な教育・啓発などを目指します。 

図表 4-2 愛南町男女共同参画推進計画の庁内推進体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【委員】 ・副町長（議長） ・教育長 ・総務課長 ・企画財政課長 ・保健福祉課長 ・高齢者支援課長

・学校教育課長 ・生涯学習課長 ・生涯学習課人権啓発室長 ・防災対策課長

【事務局】 企画財政課

計画（案）及び施策推進確認等

調査・資料収集等

【委員】 議長指名により、関係課職員にて構成

【事務局】 企画財政課

愛愛南南町町男男女女共共同同参参画画推推進進庁庁内内連連絡絡会会議議

愛愛南南町町男男女女共共同同参参画画推推進進庁庁内内連連絡絡会会議議担担当当者者会会

所所管管課課・・庁庁内内関関係係課課

町民

事業者

各種

団体

学校教育課

（学校教育）

保健福祉課

（子ども・子育て支援

・地域行動計画）

高齢者支援課

（高齢者虐待）

総務課

（特定事業主行動計画）

生涯学習課

（女性教育）

生涯学習課人権啓発室

（人 権）

防災対策課

（防災計画）

連携

連携

評価・検討

愛愛南南町町男男女女共共同同参参画画推推進進計計画画

連

携

・

協

力

連

携

・

協

力

国

県

関係

機関
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44--44  企企業業ななどどととのの連連携携  

企業などにおいて、職場内の男女共同参画の意識の高揚とその環境づくりを積極的に働き

かけます。 

 

 

国
県

町民

企業・学校

愛南町



 

51 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第第５５章章  

参参考考資資料料  
 

           ・SDGｓと計画の体系 

・愛南町男女共同参画推進計画策定懇話会委員名簿 

・用語の解説
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55--11  SSDDGGｓｓとと計計画画のの体体系系  

 

ＳＤＧｓとは… 

（Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標） 

2015 年９月の国連サミットにて、全会一致で採択された 

「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」にて記載された

2030 年までの国際目標です。持続可能な世界を実現するため

の 17 のゴールと 169 のターゲットから構成され、「地球上の

誰一人として取り残さない」ことを誓い、多様性と包摂性のある

社会の実現を目指しています。発展途上国のみならず、先進国自

身が取り組む普遍的なものであり、日本も積極的に取り組んでい

ます。 

 

① 普遍性 先進国を含め、全ての国が行動 

② 包摂性 人間の安全保障の理念を反映し、「誰一人取り残さない」 

③ 参画性 全てのステークホルダーが役割を 

④ 統合性 経済・社会・環境に統合的に取り組む 

⑤ 透明性 定期的にフォローアップ 
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持続可能な世界を実現するための 17 のゴールとは 

持続可能な開発目標（17 のゴール）の説明は以下のとおりです。 

1．貧困をなくそう 

あらゆる場所で、あらゆる形態の貧

困に終止符を打つ 

 

 

２．飢餓をゼロ 

飢餓に終止符を打ち、食料の安定

確保と栄養状態の改善を達成すると

ともに、持続可能な農業を推進する 

 

3．すべての人に健康と福祉を 

あらゆる年齢のすべての人々の健

康的な生活を確保し、福祉を推進す

る 

 

4．質の高い教育をみんなに 

すべての人々に包摂的かつ公平で

質の高い教育を提供し、生涯学習の

機会を促進する 

5．ジェンダー平等を実現しよう 

ジェンダーの平等を達成し、すべて

の女性と女児のエンパワーメントを

図る 

 

6．安全な水とトイレを世界中に 

すべての人に水と衛生へのアクセ

スと持続可能な管理を確保する 

 

 

7．エネルギーをみんなにそしてクリーンに 

すべての人々に手ごろで信頼でき、

持続可能かつ近代的なエネルギーへ

のアクセスを確保する 

8．働きがいも経済成長も 

すべての人のための持続的、包摂

的かつ持続可能な経済成長、生産的

な完全雇用およびディーセント・ワ

ーク（働きがいのある人間らしい仕

事）を推進する 

9．産業と技術革新の基盤をつくろう 

強靭なインフラを整備し、包摂的で

持続可能な産業化を推進するととも

に、技術革新の拡大を図る 

 

10．人や国の不平等をなくそう 

国内および国家間の格差を是正す

る 

 

 

11．住み続けられるまちづくりを 

都市と人間の居住地を包摂的、安全、

強靭かつ持続可能にする 

 

12．つくる責任つかう責任 

持続可能な消費と生産のパターン

を確保する 

 

 

13．気候変動に具体的な対策を 

気候変動とその影響に立ち向かう

ため、緊急対策を取る 

 

14．海の豊かさを守ろう 

海洋と海洋資源を持続可能な開発

に向けて保全し、持続可能な形で利

用する 

15．陸の豊かさも守ろう 

陸上生態系の保護、回復および持

続可能な利用の推進、森林の持続可

能な管理、砂漠化への対処、土地劣 

化の阻止および逆転、ならびに生物

多様性損失の阻止を図る 

16．平和と公正をすべての人に 

持続可能な開発に向けて平和で包

摂的な社会を推進し、すべての人に

司法へのアクセスを提供するとと 

もに、あらゆるレベルにおいて効果

的で責任ある包摂的な制度を構築す

る 

17．パートナーシップで目標を達成しよう 

持続可能な開発に向けて実施手段

を強化し、グローバル・パートナーシ

ップを活性化する 
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計画体系図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本施策８ あらゆる暴力の根絶

基本施策９ ともに支え合う福祉環境づくり

基本施策10 生涯にわたる男女の健康づくり

基本施策11 防災・減災対策に向けた

男女共同参画の推進

5 生涯にわたる安心・安全な男女の社会づくり

基本施策６ ライフ・ワーク・バランスの推進

基本施策７ 働く場における男女共同参画の推進

4 ライフ・ワーク・バランスの推進

基本施策５ 男女共同参画への理解促進と意欲の浸透

3 地域社会の慣行についての配慮

基本施策１ お互いの人権を尊重

基本施策２ 学びの場における男女共同参画の推進

1 男女の人権の尊重

基本施策３ 政策や方針決定過程への女性の参画推進

基本施策４ 地域活動における男女共同参画の推進

2 意思決定への共同参画

基

本

目

標
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※：本町は、計画全体を貫く観点として、持続可能な開発目標（SDGｓ）を原動力とした取組の推進

（新しい時代の流れを力にする）に注目して施策を検討しました。すべての施策の方向性において、

右の 2 つの目標を前提としています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関連する SDGs 
施策の方向性

１. 人権の尊重と人権意識づくり

２. 男女共同参画の視点に立った広報等表現の促進

9. 社会制度・慣行の見直しの推進

10. 啓発・広報活動の推進

3. 学校等における男女平等等の教育の推進

4. 多様な学習機会の提供

11. 家庭生活における男女共同参画の推進

12. 子育て・介護支援等の充実

13. 多様な働き方への条件整備

20. 生涯にわたる健康づくり

21. 健康対策の充実

14. 就労の場における男女共同参画の推進

15. 農林水産業における男女共同参画の確立

18. 高齢者や障がい者への支援

19. 生活福祉の推進

16. あらゆる暴力の根絶

17. 安心できる相談・支援体制の充実

7. 男女共同参画の視点に立った地域活動の推進

8. 様々な分野への女性の地域活動参画の推進

5. 政策・方針決定過程における女性参画の推進

6. 女性人材の育成と情報提供の充実

22. 防災分野での女性の参画推進
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55--22  愛愛南南町町男男女女共共同同参参画画推推進進計計画画策策定定懇懇話話会会委委員員名名簿簿  

任期 令和 2 年 11 月 18 日 ～ 令和 3 年 3 月 31 日 

 

氏 名 職業・役職等 

濵見 陽計 元学校長 

吉田 章代 元学校長 

宮﨑 和友 ありんこくらぶ会長 

手塚 新一郎 船越保育園長 

松田 恵子 愛南町防災士 

三浦 由美 南宇和郡医師会居宅介護支援事業所管理者 
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55--33  用用語語のの解解説説  

  用用  語語  解解  説説  

１ 男女共同参画社会 男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によ

って社会のあらゆる分野における活動に参画する機会が

確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的

及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任

を担うべき社会をいいます。 

２ 男女共同参画社会基本法 

（平成11年6月23日法律第78号） 

男女共同参画社会の形成に関し、基本理念を定め、並

びに国、地方公共団体及び国民の責務を明らかにすると

ともに、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の

基本となる事項を定めることにより、男女共同参画社会

の形成を総合的かつ計画的に推進することを目的とし

て、公布、施行されました。 

３ 女性活躍推進法 

（平成 27 年 9 月 4 日法律第 64 号） 

正称は「女性の職業生活における活躍の推進に関する

法律」です。 

この法律では、地方公共団体は、各区域内での女性活

躍推進計画の策定に努めることと「事業主行動計画」を

策定することが義務付けられています。 

４ 女子差別撤廃条約 

（昭和 60 年条約第 7 号） 

正称は「女性に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関

する条約」です。 

1984 年の国籍法改正、1985 年の男女雇用機会均等

法制定、家庭科教育の見直しなどの後、１985 年に批准

しました。 

５ 固定的な性別役割分担意識 「男は仕事・女は家庭」、「男性は主要な業務・女性は

補助的業務」等のように、男性、女性という性別を理由

として、役割を固定的に分ける考え方のことを言います。 

６ マタニティ・ハラスメント マタハラと略されます。妊娠・出産、産前・産後休業、

育児休業などを理由とした解雇、不利益な異動、減給、

降格などの取扱いを行うことなどが挙げられます。 

７ 男女雇用機会均等法 

（昭和47年7月1日法律第113号） 

正称は「雇用の分野における男女の均等な機会及び待

遇の確保等に関する法律」です。 

この法律では、職場における採用・配置・昇進などの

人事上、男女の差別を行ってはいけないとされました。 

８ デート DV 交際中の恋人などから受ける暴力全般をいいます。殴

る蹴るなどの身体的暴力のほか、交友関係を細かく監視

する（心理的攻撃）や性行為を強要すること（性的強要）

なども含まれます。 

９ ＤＶ防止法 

（平成13年4月13日法律第31号） 

正称は「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に

関する法律」です。 

配偶者などから暴力を受けた場合、被害者を生命、身

体に危害を及ぼすような攻撃から保護・救済することを

目的とする法律です。 

10 性と生殖に関する健康と権利 

（リプロダクティブ・ヘルス/ライツ） 

1944 年の国際人口/開発会議の「行動計画」及び

1995 年の第 4 回世界女性会議の「北京宣言及び行動綱

領」において、「人間の生殖システム、その機能と（活動）

過程の全ての側面において、単に疾病、障がいがないと

いうばかりでなく、身体的、精神的、社会的に完全に良

好な状態にあることを指す」とされています。 
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